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はじめに

はじめに

グローバル・ビジネス・サービス（GBS）という組織は、
ビジネス環境の中にすでに十分に定着しています。コスト削
減の圧力がこれまでになく高まる中、シェアードサービスの
仕組みを構築し、それを活用することは、大多数の企業に
とって競争力を維持するために不可欠なものとなっています。
GBSの歴史は、内部顧客に対して繰り返しの多い業務を提供
することから始まりましたが、現在のシェアード・サービス・
センター（SSC）は、グローバルなバックオフィス業務をエン
ドツーエンドで担う組織に発展しています。それだけでなく、
トランザクション業務のデジタル化をさらに進めながら、内部
顧客に付加価値のある業務を提供するようにもなっています。

ここがまさに、アジリティの出番です。アジリティとは、素
早く考えて理解し、迅速かつ身軽に行動する能力と定義でき
ます。GBSは今、内部顧客とGBS自身の双方に対して、アジャ
イルな活動のメリットを実現できるところまで発展しています。

現在のSSCには、エンドツーエンドのプロセスを企業本体
からGBSに移行するというトレンドが強く見られます。これま
で、最も多く最も重要な（そのため大半を占めていた）機能
は財務でしたが、現在はスコープがグローバルに広がったこ
とで、企業の主要な機能が全て対象になりました。その結果、
多くのSSCで財務機能の影響力が低下しましたが、一方でファ
イナンシャルプランニング＆アナリシス（FP&A）機能や販売・
調達機能が最もメリットを得ると考えられています。これらの
機能をエンドツーエンドでSSCに移行する企業が増え続け、
SSCの財務への依存度は低下しています。

SSCにおいてさまざまな機能が果たす役割が増え、財務
機能への依存度が低下するにつれ、GBSのリーダーの役割
も変化します。これからのGBSは、最高財務責任者（CFO）
が自動的にトップに立つのではなく、SSCで重要性を増す他
の機能を統括する経営幹部も、自らの責任を認識するように
なると思われます。こうしてGBSのリーダーは今後、これま
でより機能横断的な役割になるでしょう。

デジタル化と自動化のさらなる推進という点では、SSC
は、組織の中で継続して行われる改善に適応していく必要が
あります。デジタルツールの導入でSSCの人員に余裕が出れ
ば、付加価値業務やSSCの効率化に力を入れることができま
す。しかし、デジタルツールの導入には時間や投資が必要です。
デジタルソリューションを活用している企業は、ソリューション
の可能性の分析と実装には十分なリードタイムが必要である
ことに加え、組織を開発するための初期投資が不可欠である
ことを理解しています。この点は、ロボティック・プロセス・オー
トメーション（RPA）でクイックウィンを目指すような短期プ
ロジェクトについても、人工知能（AI）の導入や、そしてもち
ろん、SAP S/4HANAへの切り替えなどの中期もしくは長期
の変革プロジェクトについても同様です。

こうした変革には組織改革だけでなく、人材に関連する課
題も伴います。大規模なSSCが数多くの機能を提供するとい
うことは、スキルの高いスタッフが必要であることを意味しま
す。特に、付加価値業務への注力を強化し続けるなら、人材
は重要です。その結果、適切な人材をめぐる競争が激化する
ため、SSCは労働市場でも魅力的な企業としての地位を確
立し、それを明確に発信しなければなりません。雇用者とし
てのブランディングは、従業員の最終的な配置に大きな影響
を及ぼします。また、優秀な人材を獲得するには、より高い
報酬を支払うことも必要でしょう。
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はじめに

本報告書は、2年ごとに発行するシリーズの第6版です。
2020年11月から2021年1月まで、世界各地の幅広い業種の
企業を対象に実施した調査に基づいています。全体で300を
超えるSSCにご参加いただき、SSCの現状、最近の動向、
既存の課題、将来の課題などの全体像を包括的に示すことが
できました。また、戦略とビジョン、組織とガバナンス、プロ
セス、テクノロジーとデータ、人材と文化などの課題がもた
らす影響について、さらには新しく登場している主要トレンド
やSSCの今後の展望についても述べています。

調査にご協力くださった企業各社の皆様、世界が混乱して
いるこのような時期に貴重な情報や知見を提供してくださっ
た各組織やパートナーの皆様に、心からお礼を申し上げます。
また、調査に大きく貢献してくれたPwCグローバルネットワー
クにも感謝いたします。皆様のおかげで、充実した有益な報
告書を完成することができました。

本報告書の内容が読者の皆様に役立つ知見となり、さらな
る発展の一助となれば幸いです。

2021年7月、シュツットガルトにて

Michael Suska
Partner
Stuttgart, Germany

Arne Weuster
Director
Essen, Germany
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略語一覧

AI（Artificial Intelligence） 人工知能

APAC（Asia Pacific） アジア太平洋

BPO（Business Process Outsourcing） ビジネス・プロセス・アウトソーシング

CFO（Chief Financial Officer） 最高財務責任者

CI（Continuous Improvement） 継続的改善 

CoE（Centre of Excellence） センター・オブ・エクセレンス

CPO（Chief Procurement Officer） 最高調達責任者

ERP（Enterprise Resource Planning） エンタープライズ・リソース・プランニング

ETM（Employee Task Management） 従業員タスク管理

FP&A（Financial Planning and Analysis） ファイナンシャルプランニング＆アナリシス

FTE（Full-Time Equivalent） フルタイム当量

GBS（Global Business Services） グローバル・ビジネス・サービス

HR（Human Resources） 人事

KPI（Key Performance Indicator） 重要業績評価指標

OLA（Operational Level Agreement） オペレーショナル・レベル・アグリーメント

RPA（Robotic Process Automation） ロボティック・プロセス・オートメーション

SLA（ServiceLevel Agreement） サービス・レベル・アグリーメント

SSC（Shared Service Centre） シェアード・サービス・センター

VR（Virtual Reality） 仮想現実

XaaS（Anything as a Service） サービスとしての〇〇
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主な調査結果

A　主な調査結果

今回の調査では、今後のGBSの組織構成と業務方法にとっ
て非常に重要な調査結果を数多く特定することができた。こ
の項では、これら主要な調査結果の概要をまとめた。詳しい
内容については、次章以降に記載している。
1. コロナ禍によってビジネスプロセスが劇的に変化し、企業
各社はサプライチェーン、移動、生産、販売などにかかわ
る自由なグローバル活動を厳しく制限される状況に追い込
まれた。しかし、パンデミック発生後の数カ月という極め
て短い期間に大きな変化があったにもかかわらず、調査
対象企業の44％は、自社のGBS戦略の変更を考えていな
かった。むしろ、より野心的なGBS計画を実施したいと述
べた企業も18％あった。また、4分の1強の企業が、コロ
ナ禍はオペレーションにのみ影響するだろうと予測してい
た。以上の調査結果には、コロナ禍によってデジタル化が
加速し、従業員が1カ所の職場に依存することがこれまで
になく減少するだろうということが強く示されている。企業
各社は在宅勤務制度を極めて迅速に整備し、移行業務さ
えリモートで完了した。

2. 今やGBSは特別なものではなく、当たり前のものとなった。
調査対象企業の約50％がマルチタワー型もしくは統合型の
SSCを活用している。それが、GBSにおける経理機能の
役割と影響力の縮小につながっている。

3. 2019年に実施した前回のGBS調査では、標準化がGBS
の主要な戦略であり目的の1つであることが明らかになっ
た。2019年以降、標準化の水準が上昇したため、GBS
は現在、サービスのさらなるデジタル化に主眼を置いてい
る。その目的の達成に向けて、AIとRPAが最も重要なツー
ルとなる一方、チャットボットの影響力は小さいと考えられ
る。多くのGBSが、さらなるデジタル化の大きな原動力と
して、AIとRPAの導入を検討していた。すなわち、戦略上
の重要性という点で、デジタル化はすでに標準化を超えた
ようだ。

4. 技術から技術者へ：GBSに新しい技術を導入するときは、
通常、従業員の能力開発とアップスキリングが必要になる。
それには二面的なアプローチが必要だ。プロセス管理に
おいて、トランザクション業務から自動化や標準化へ移行
する過程では、人材に求められる要件や、職務要件が新
しくなる。まずはこれらを満たすことが必要であり、何より
も従業員のトレーニングが必須になる。多くの従業員が新
しい課題に立ち向かい、資質やスキルの向上に意欲的に
取り組もうとしている様子は見られるが、新しい要件の全
てを既存の従業員で充足することができないのも事実だ。
そのため、的を絞った新規採用が必要となり、人材獲得
競争が発生すると思われる。

5. 調査で得られた回答から、GBS展開の目指すところが少
し変化していることが分かる。最近の動向を見ると、デジ
タル化の取り組みが標準化への動きを上回っている。同時
に、大半のGBSがデジタル化に伴ってエンドツーエンドの
プロセス管理を取り入れており、プロセスごとにグループ
の中で一人の担当者がエンドツーエンドで最適化を担って
いる。また、回答からは、GBSの組織全体を真にプロセ
ス駆動型にしようという傾向が生まれていることも垣間見
える。すでに、機能別の縦割り組織からエンドツーエンド
型組織に転換したGBSもある。そうしたGBSでは、機能
ごとの責任者ではなくプロセスごとの責任者を置いている。
例えば、購買から支払いまでを網羅するプロセスの責任者、
受注から代金回収までを網羅するプロセスの責任者など
で、そうした責任者がそれぞれのチームを統括している。

6. GBSの代替案となるアウトソーシングの状況はどうだろう
か。アウトソーシングはまだ主要な問題にはなっていない
が、非常に興味深いことに、今回は過去の調査に比べる
と大きな話題になっている。調査対象企業の約3分の1が
アウトソーシングを検討中だと答え、さまざまな機能の中
で、財務機能が最有力候補になっているようだ。加えて、
IT、HR、税務についても、アウトソーシングへの関心がわ
ずかながら見られる。

7. GBSでは、アジャイルな手法による活動も始まっている。
サービス組織は創造的な活動に注力することで、アジリティ
を高めている。特にオペレーションでは（主に店舗の売り
場管理やプロジェクト業務を中心に）、アジャイルな手法が
すでに一般的になっている。創造性、新規性、変革が課
題解決の中心である場合には、アジャイルな手法が適して
いる。しかし、非常に専門性の高い業務や大規模なトラン
ザクションプロセスでは、アジャイルな手法によるプラス面
よりマイナス面の方が大きい場合があるので、注意が必要
である。



GBSのトレンド

織になることを避け、データ駆動型の革新的な意思決定が可
能な組織ができる。専門家が集まるプロフェッショナルファー
ムのように、それぞれ異なるスキルセットを持つ個人が協力し、
自身のニーズよりも事業としての成果を重視するようになる。
また、その方が個人が昇進しやすい傾向があるという調査結
果も出ている。すなわち、ウィンウィンの状況が生まれるので
ある。

コスト削減以上の成果
GBSから得られるベネフィットには、常にコスト削減とい

う要素が含まれる。どこまで行っても、コスト削減はGBSの
DNAに組み込まれているからだ。しかし、産業界のリーダー
が業務をGBSに移行しようとするときは、コスト、質、能力
を平等に見ている。GBSにはコスト削減効果以上に、現在
企業が行っているさまざまな活動の質を高めるというメリット
がある。なぜなら、GBSではプロセス標準化に加え、一元
化された指揮系統の下で働くことで、個人のスキルが向上す
るという複合的な効果があるからだ。先進的なGBS組織の
最大の差別化要因は、社内の能力構築と事業の成果に幅広
く好影響を及ぼすかどうかである。付加価値を生まないトラ
ンザクションをGBSで自動化することで、データ管理や分析
など、重要性の高い分野に注力する余裕ができる。すなわち、
GBS組織は本当の意味でのビジネスパートナーになれるの
だ。例えば企業側がGBSに請求書の支払いを期日までに済
ませることを期待するのは当然だが、それに加え、さらにデー
タ分析を行って割引価格での購入（それによるコスト削減）
を実現すればさらなる価値を生み出せる。こうしたことは翻っ
てGBS文化の醸成にもつながる。また、GBSのコア業務は
企業が自ら行うよりも高い効率性で作業をこなすことであり、
そのためGBSチームでは高いデジタル能力を開発する研修プ
ログラムを確立している。これが企業全体の成長を促すアッ
プスキリングの基盤となる。実際の影響をエンドツーエンドで
見ることができるGBSが、社内で唯一の真のグローバル組織
だという企業も多い。これを活用しない手はない。

B　GBSの現状と最近の動向

これまでの状況
ワクチン接種が進むに従い、世界は新型コロナウイルス感
染症（COVID-19）のパンデミックから脱出し始めている。そ
うした中、GBSが全体としてどのように機能しているかを見
てみると、おおむね非常に好調である。GBSはプロセスを標
準化・一元化し、さらにオートメーションも活用して業務活
動を最適化する。それによってアジリティを高め、法人顧客の
目下のニーズに的確に対応している。また、デジタルスキル
の向上とリモートワークの整備も進んでおり、大半のGBSが、
決算の締めや請求書の支払いといった業務をほとんど支障な
く継続している。多くの企業が成長の基盤としてGBSの業務
範囲を拡大する中、パンデミックはある意味、真のビジネス
パートナーとしてのGBSの役割を浮き彫りにしたようだ。パン
デミックの間、最も一般的に見られたのが「ハブとスポーク」
型のオペレーションモデルである。これには明らかに事業継
続計画としての一面があり、万一どこかの地域でインフラ上
の問題が発生したときに不可欠なものである。しかし現在は、
グローバルセンターへのニーズも縮小しつつある。自動化に
よる標準化が加速し、その結果、各地域の要件にカスタマイ
ズしたアプローチが可能になっているからだ。

これから求められる人材
では、GBSはどうやって、これほどうまく適応したのだろう
か。主な要因の1つは、GBSがこれまで開発し、確保してき
た人材である。組織の質や能力を向上するには、適切なスキ
ルセットと人材の確保が必要だ。PwCの第24回CEO意識調
査（2021年）によると、50％を超えるCEOが、スキル不足
によって自社のイノベーション能力が影響を受け、コストが上
昇し、品質が低下し、顧客体験にも影響があると答えている。
人材の影響は、GBSも同様である。私たちはクライアントに
対し、最高の業績を上げるGBS組織を構築するために、オペ
レーション、機能、テクノロジーの3つのリソースを柱に人材
を考えるよう助言している。オペレーションのスキルセットは、
GBSを1つの事業のように運営し、ワークフローの最適化を
図ることに役立つ。機能のスキルセットは、経理、報酬と福
利厚生、調達など、必要な分野のコア能力を確保するために
これまでと同様に必要である。そしてテクノロジーのスキルは、
全体的なデジタル化のために必要である。GBSは、それ自
体が1つの事業部門であり、その点を踏まえて運営しなけれ
ばならない。3つの柱をカバーするように人材を確保すれば、
各自が自分のトランザクションだけを処理していく縦割り型組
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業務範囲の拡大
企業のプロセス最適化は順調に進展してはいるが、とはい

え、エンドツーエンドの真のプロセス最適化はまだ達成され
ていない。組織文化のチェンジマネジメントが、依然として最
大の障壁になっている。GBSはトランザクションのサポートセ
ンターと見なされることが多く、そこにコントロールを委ねる
ことに大きな不安を感じる経営者も多い。しかし前述したよ
うに、GBSのデジタルチームの実績やパンデミックの間の成
果などを見た結果、多くの経営者がGBSの存在を認め、尊
重するようになっており、より多くの業務を安心してGBSに任
せるようになっている。任せる業務はトランザクション作業か
ら付加価値を生む仕事まで幅広いが、その全てに共通してい
る点がある。それは、GBSがその業務を行えば、コスト効率
がはるかに高く、しかも同等あるいはより高い効果を実現で
きると経営者が認識している点である。現在、GBSの業務範
囲は広がり、法令で定められた税務報告書や事業報告書な
どの作成も含まれる。こうした報告書の作成では複数のシス
テムからデータを集めなければならず、これまで企業はデー
タ収集だけでも膨大な時間を費やしていた。しかし、こうし
た作業は自動化が容易であり、コストの低い地域で行うこと
もできる。加えて、GBSは法務、総務、エンジニアリングといっ
た機能も充実させているため、経営者はコンプライアンスや
監督機能などに関連する管理業務についてもGBSの支援の
可能性を感じている。こうした動きはこれからも継続し、企
業各社は真のエンドツーエンドプロセスという最終目標に近
づいていくだろう。ここで忘れてはいけないことがある。企業
全体で、こうした文化的な懸念の橋渡しという重要な役割を
果たすのは、他でもないグローバル・プロセス・オーナーだ
ということだ。彼らこそ、GBSの変革推進者である。

なぜPwCなのか？
PwCでは、GBS戦略の策定から実行まで、ビジネスライ

フサイクルの全体を通して総合的な支援を行っている。アウト
ソーシングプロバイダーの管理やマネージドサービスの提供
などさまざまな施策によって、クライアントがテクノロジーを
生かした効率的なGBSを確立できるようサポートする。付加
価値を生まない作業の自動化によって従業員のワークライフ
バランスを向上させるだけでなく、GBSに業務を集約するこ
とで、会社全体のカーボンフットプリントを削減し、私たちの
住む世界を守ることにもつながる。PwCは、この世界を全て
の人にとってより良い場所にすることを目指していく。

William Gilet
Partner
Global Shared Services 
and Outsourcing 
Network Leader
Boston, MA, USA
Tel: +1 617 530-6298
Mobile: +1 978 8570555
william.gilet@pwc.com
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図表1  現在、GBSからどんなサービスの提供を受けていますか？
また、今後どんなサービスを受ける予定ですか？

複数回答可

現在、GBSが行っている
将来、GBSが行う予定

経理

税務

HR

FP&A

調達

物流

トレジャリー

IT

販売

内部監査

法務

97%

73%

69%

67%

65%

63%

62%

37%

36%

31%

23%

3

15%

15%

12%

7

24%

25%

10%

7

図表1を見ると、GBSの業務は依然として経理が圧倒的に
多い。調査対象の企業のうち97％が経理にGBSを使い、次
にHR（73％）、調達（69％）と続く。また、全ての機能に
おいて、GBSが成熟およびさらなる発展に向かっていること
も明らかである

経理業務サービスは、80％が自社内のGBS、残りの17％
はアウトソーシングパートナーから提供されている。企業は、
残りの業務もいずれGBSに移行することを計画しており、い
ずれ経理の100％がシェアードサービスから提供されることに
なる。

HRについては、外部のサービスプロバイダーが実施してい
るのはわずか9％で、64％は今も自社内のGBSで実施してい
る。調査対象企業の27％が、HR業務にGBSを全く使用して
いない。しかし15％の企業が、今後HR業務をGBSに統合す
る計画である。

調達に関しても、状況は非常によく似ている。69％の企業
が調達活動の大半にGBSを活用しているが、61％が自社内
のGBSによるものであり、アウトソーシングしているのは8％
である。現在GBSを使っていない15％の企業が、今後調達
活動をGBSに移行する計画である。

IT業務は、アウトソーシングされているサービスの割合が高
く（23％）、自社内のGBSからサービスを受けている企業は
44％にとどまる。また、12％の企業が、IT機能をシェアード
サービスに統合する予定である。

税務サービスにGBSを活用している企業は調査対象全体
の3分の2弱だが、57％が自社内のGBSを利用しており、外
部のプロバイダーにアウトソーシングしているのはわずか10％
にすぎない。約7％の企業が、税務サービスをGBSに移行す
る計画である
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FP&A（ファイナンシャルプランニング＆アナリシス）につい
ては、サービスをアウトソーシングしている企業はわずか4％
で、59％が自社内のGBSで実施している。しかし、GBSの
活用という点では、改善の余地がある。FP&A業務をシェアー
ド・サービス・センター（SSC）に全く移行していない企業
が37％あるが、調査対象企業の24％が、SSCに移行する財
務計画・分析業務を増やすと述べていることから、近い将来、
GBSの利用が大幅に増える可能性がある。

トレジャリーについても同様である。57％の企業が自社内
のGBSで業務を実施しており、アウトソーシングしている企業
はわずか5％だ。この先、この業務をGBSに統合する計画が
ある企業は2％である。

物流は、他分野と明確に異なる。約3分の2の企業が物流
サービスをGBSに移行しておらず、3分の1が自社内のGBS
を利用している。アウトソーシングしている企業はわずか4％
である。加えて、物流業務をGBSに統合する計画があると回
答した企業はわずか2％にとどまり、物流分野でのGBSの潜
在的将来性は限定的だと考えられる。

販売も同様で、3分の1の企業が自社内のGBSを利用し、
3％が外部のサービスプロバイダーを利用している。しかし、
かなりの割合の企業が、販売業務をシェアードサービスに統
合することを計画している。

内部監査業務のGBS移行は、さらに少ない。自社内の
GBSで内部監査業務を行っている企業は30％にすぎず、アウ
トソーシングしている企業はわずか1％である。加えて、調査
対象企業のうち、内部監査業務をGBSに移行する計画があ
る企業は10％にとどまった。

最後に、GBSの利用が最も一般的でないのは法務である。
自社内のGBSを利用している企業がわずか20％、アウトソー
シングしている企業は3％である。すなわち、77％の企業が、
今も法務関連業務を本来の自社内で扱っているということに
なる。ただし、7％の企業が、今後シェアードサービスに統合
することを計画している。

図表1を総合的に見ると、GBSへの移行が成熟した分野（経
理、HR、調達など）は総じてさらなる移行（ローカルでの
経理業務をゼロにするなど）を目指している一方、成熟度の
低い分野はGBS内で初期立ち上げの完了を目指している段
階である。

GBSとニューノーマル
調査の結果、企業各社が現在の経済情勢においてGBSは
信頼できる戦略だと考えていることが分かった。対象企業の
うち44％が、COVID-19のパンデミックに関係なく、今の戦
略を継続するつもりだと答えている。加えて18％の企業が、
これまで以上に野心的なGBS計画を検討している。また、
30％ほどの企業が、パンデミックがオペレーションに影響を
及ぼす（オペレーションを微調整するなど）と考えており、8％
の企業が、パンデミックが理由でGBS戦略をより高度なもの
に練り直した。一方で、パンデミックを理由にグローバル戦
略を中止した企業はなく、企業戦略におけるGBSの強さが実
証された形となった。
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GBSにおけるFP&A（ファイナンシャルプランニング＆アナリシス）
の最近の動向

COVID-19によるパンデミックが発生して以来、日常生活
でもビジネスの世界でも、変化が劇的に加速した。ビジネス
モデルやデジタル化全般が影響を受けたが、GBSへの影響
も大きかった。

本項では、FP&AにおけるGBSについて、5項目の考察を
述べたい。結論は明確だ。GBSが対応する一連の業務の中で、
FP&Aの重要性はますます高まっている。

コロナ禍がリモートワークの普及を加速させた結果、GBSモ
デルの普及にも間接的に影響
パンデミックが始まって以降の「ニューノーマル」の副次的
影響の1つが、リモートワークの普及である。今では、リモー
トワークは出社勤務と同等の重要性を持ちつつある。リモー
トワークであっても効率的な結果を達成できることに理解を示
す経営者も増えているが、同時に、お互いに誤解が生じたり、
作業のタイミングや順序が不適切になったりしないよう、これ
まで以上に厳格かつ調和のとれたプロセスが必要だという認
識も広がっている。リモートワークでは、データストラクチャー

GBSの現状と最近の動向

図表2  GBSにおける危機管理：パンデミックの間にGBSが実施した対応

化学・一般 
消費財業界の 
多国籍企業

グローバル
大手医薬品
企業

ドイツを拠点
とする 

自動車関連 
サプライヤー

資本財・ 
システム 
生産企業

農業機械
メーカー

エンジニアリ
ング業界の 
多国籍企業

国際的な
サービス・
アドバイザ
リー・ 
ファーム

米国を拠点
とするビジネ
ス・プロセス・
サービス・プ
ロバイダー

リモートワークの 
手配と調整

事業を継続するため
の交代勤務計画の 
策定

インターネット接続
の改善（質・速度）

全従業員へ必要な 
IT機器の支給

計画中のITトランス
フォーメーション 
プロジェクトの延期

影響を受けた 
GBS業務のさらなる
自動化の検討

バーチャルコミュニ
ティの作成（短時間
のオンラインミーティ
ングを毎日実施する
など）

GBS従業員の 
勤務時間短縮

自社内のGBS アウトソーシングプロバイダー
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やKPI（重要業績評価指標）に関する情報源を1つに絞って
正確な情報を提供することの必要性も高い。数値の意味や出
所を問い合わせて確認するという無駄なコミュニケーションを
減らすためだ。この点はGBSにとって大きな機会になる。そ
の理由は、GBSのオペレーションモデルが本質的に一元的か
つ遠隔（サービスを提供する顧客とはリモートで離れている）
であり、また、明確なKPIの枠組みやSLA（サービス・レベル・
アグリーメント）に埋め込まれた標準的なプロセスに基づい
て効果や効率を測定していることにある。

ローコード・ノーコードの分析ソリューションの普及と利
便性向上（およびビジネスインテリジェンスを集中管理す
る仕組み）によって、FP&AのGBS移行が加速
ローコード・ノーコードのソリューションの利便性が向上し

たことによって、GBSで効率的にFP&A業務を処理するため
の理想的な基盤が整いつつある。柔軟性が高く強力な分析機
能を持ったデスクトップ用アプリケーションが市場に登場して
きたため、信頼できる単一の情報源を確保してデータストラ
クチャーを統一し、パフォーマンスについて有効な対話ができ
る環境を整備することが、これまで以上に重要になっている。
GBSは、全体的な管理上の要件やKPIに沿った基本的データ
モデルを維持することによって、そうした環境整備を支援する
ことができる。GBSが提供する標準化されたデータストラク
チャーと報告書に、各エリアのローカルレベルで柔軟に単発
的分析を行う能力を組み合わせれば、報告書作成に関する
大半のニーズを満たすことが可能になる。

プロセスを重視する企業の増加や、経理とFP&Aを統合し
やすいS/4HANAの登場によって、GBS移行が加速
管理部門では、長年にわたって増大してきた機能的な障壁

を解消すべくプロセス駆動型のモデルにシフトしようとする傾
向が見られる。特に、S/4HANAなどのERP（エンタープライズ・
リソース・プランニング）システムを活用して、経理とFP&A
の統合が進められている。経理業務はGBSのサービスとして
すでに十分成熟しているため、両者の統合によって、FP&A
のGBSへの移行が増えている（月末管理など）。この場合、
統治機構としての本社部門、社外の顧客に価値を提供する各
地のオペレーション部門、優れたプロセスを提供するGBSの
間の分担割合は重要だが、プロセス駆動型アプローチではこ
の割合が一層重視される。

ビジネスアナリティクスのCoE（センター・オブ・エクセ
レンス）も、プロセス統合を推進する
ビジネスアナリティクスを、予測ツールやプロセスマイニン
グソリューション、より先進的な分析ソリューションの利用と
統合する企業が増えてきた。重複を避け、アナリティクスの貴
重な専門能力を効率的に配分することが目的である。特に、
プロセス分析ソリューションは、プロセスのばらつきやプロセ
スフローの異常を特定するのに理想的なツールだ。そこで特
定したデータを活用し、最も効率の良いプロセスフローを見
つけたり、プロセスを厳格化したりすることが可能になる。そ
れに加えて、今はプロセスに関する知識や専門性を補完する
テクノロジーが存在し、最終的にプロセスの調和を加速させ
ることも可能になっているため、プロセスオーナーの役割は
さらに重要になっている。

GBSにおけるFP&Aにはまだ多くの可能性がある
上述のような要因により、GBSでFP&Aを扱う環境が整い、

メリットも増えているが、未開拓の可能性がまだ残っている。
今回の調査では、FP&AをGBSに全く移行していない企業が
約30％、FP&A業務のうち50％未満しか移行していない企業
が約50％だった。すなわち、調査対象企業の約80％につい
ては、GBSが担当するFP&A業務を増やし、そこから得られ
るメリットを実現する可能性が残されている。

こうしたさまざまな状況から、GBSにおけるFP&Aについて
は、安価な労働力の活用といった従来の動機とは全く別のと
ころで、多くの可能性があることが分かる。バックオフィスの
仕組みをより効率化、リーン化すべき（結果としてFP&Aの仕
組みもそうすべき）という圧力が高まり続けている上、信頼
性のある一貫した最新の財務情報を得たいというニーズも高
まっている。そのため、プロセスを重視したエンドツーエンド
の仕組みであるGBSの業務の1つとして、FP&Aを移行するこ
とがふさわしいと見られるようになっているのだ。
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Carl Idel
Senior Manager
Düsseldorf, Germany
Tel: +49 211 981-2662
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GBSの現状と最近の動向

図表3 GBSに移行したFP&A業務の割合（％）

回答者全体に占める割合（％）
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経理業務⸺「ローカル業務ゼロ」のパイオニア

戦略とビジョン
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C　戦略とビジョン

経理は、大半のGBS組織で業務の中心になっている。私
たちの調査では、調査対象企業の97％が経理業務をGBSに
移行しており、経理はGBSの成熟が高度に進んでいる唯一の
機能だということが明らかになっている。この調査結果には
誰もが納得するだろう。実際、GBSの責任者はCFOが務め
るのが一般的だ。したがって、経理業務は、他のさまざまな
業務をシェアードサービスに移行する際の核としての役割を果
たす上、移行したプロセスの成果を測定するためのベンチマー
クにもなる。しかし、高度に成熟しているとはいえ、経理の
GBS移行が完全に達成されているわけではない。最終的な
目標として、「ローカルでの経理業務をゼロにする」というコ
ンセプトを全社で実践し、社内各部門の従業員が行う経理業
務を0.0 FTE（フルタイム当量）にして、エンドツーエンドの
包括的なプロセスチェーンを構築することを目指さなければ
ならない。これが達成できれば1つの節目となり、私たちは全
ての組織がそこを目指すべきだと考える。というのも、業務
を各部門とGBSで分けていると、両者の接点で社内競争や権
力争いが起きがちだからだ。各部門が担っている業務を全て
GBSに移行する際には、テクノロジーソリューション、各地の
会計や税務のサービスプロバイダー、BPO（ビジネス・プロ
セス・アウトソーシング）ベンダーから、必要不可欠な支援
を得ることができる。しかし、GBSが担う経理機能をさらに
発展・改善しようとすると、多くの場合、ガバナンスと合法性
に関する課題に直面することになる。

コロナ危機はビジネスのあらゆる面に影を落としたが、そ
れはGBSにとっても同様だった。しかし経理業務については、
悪影響よりもプラスの影響の方が大きかった。流動性やキャッ
シュフローに関する数値など重要な情報に素早くアクセスする
ことが必要になったため、ビジネスに不可欠なデータを企業
グループ全体で特定することがいかに重要かが証明されたの
である。適切に管理されたGBS組織は、この状況に迅速に
適応して対策を実行し、ひいては他社を超える競争優位をも
もたらすことができた。

付加価値を生まない業務の完全自動化は、GBSの効率化
を推進する大きな原動力である。また、この点においても、
財務は最も発達した機能でもある。しかし、財務の効率化
は経理機能よりもトレジャリー機能においてもたらされるとみ
られる。経理はトレジャリーと異なり、作業方法が内部顧客
の影響を受けやすいという欠点がある。そのため、作業を標
準化・自動化することが難しい。問題の一例を挙げると、決
算仕訳の責任が各部門にあるため、上のレベルでの受け入
れが複雑になり、GBSに対する説明責任が果たされにくいと
いったことがある。こうした問題に対応するため、多くの企業
では従来よりも広範な新しいアプローチを採用し始めている。
その目的は、業務の責任を各部門からSSCに移行することで
ある。

今回の調査によると、GBSが最も多く採用している戦略は、
経理機能のデジタル化だ。経理機能のGBS移行をけん引し
ているのはデジタルツールとデジタルシステムであり、移行が
進んだ結果、プロセスやデータストラクチャーの標準化も進
んだ。とはいえ、移行の程度にはまだ大きな幅がある。業務
の20％しか移行していない企業もあれば、すでに90％を移行
している企業もある。デジタル化による企業の変革は続いて
いるが、それに従って作業方法、従業員数、将来の人員に求
められる資質なども大きな影響を受けるだろう。

デジタル化の進展は非常に遅く、その範囲も十分ではない
が、そうした中で多くの企業がアジャイルな組織のあり方を試
している。今のところ、そうした試みの影響が見られるのは
主に店舗の売り場管理やプロジェクト業務などだが、経理業
務でも作業の迅速化に多数の利点があることを考えれば、今
後も多くの企業が硬直化した作業方法を脱してアジャイルな
コラボレーションに移行し、スピーディーでダイナミックなア
プローチや問題解決を実現することが予測される。
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経理機能の次にGBS移行が進むのがどの機能なのかはま
だ分からないが、企業財務という大きな機能の一部である
FP&Aは現時点での最有力候補だ。その点は調査でも確認さ
れている。多くの企業が、FP&A業務を幅広くGBSに移行す
ることを計画している。その他にも、FP&Aほどではないにせ
よ、税務やトレジャリー業務が同様の方向に発展していくと考
えられる。

図表4 ビジネスサービスの経営モデル：ライン組織とアジャイル組織の比較

従来の組織
ライン型経営モデル

CEO

経営陣

カスタマーサービス

カスタマーサポートセンター

HR

HR部門幹部

HRオペレーション HR関連ビジネスパートナー代金請求の 
バックオフィス

販売注文と代金請求の 
専門家

CFO

記帳から 
報告まで

受注から 
代金回収まで

調達から 
支払いまで

報告…

税務

…

FP&A

…

トレジャリー 経理

固定チーム 流動的なスタッフ 流動的な社外スタッフ

戦略とビジョン

総括すると、将来、GBSが高度に成熟した段階で、経理
機能は他の機能に先駆けて課題に直面することになるだろう。
現状見られる進展をどの程度好意的に捉え、推進していくの
か、そのために自動化やデジタル化をさらに継続して手作業
を減らしたり、将来の需要に合わせて職務要件や人材像を見
直したりするのかを決めるのは、企業自身である。
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戦略とビジョン

Arne Weuster
Director
Essen, Germany
Tel: +49 201 438-1204
Mobile: +49 151 15132717
arne.weuster@pwc.com

Michael Suska
Partner
Stuttgart, Germany
Tel: +49 711 25034-3250
Mobile: +49 175 4370803
michael.suska@pwc.com

図表4 ビジネスサービスの経営モデル：ライン組織とアジャイル組織の比較

センター・オブ・エクセレンス（設計および変革）

プロセスオーナーの組織

目的駆動型の 
フォーメーション

IT

ビジネス

分析チーム

グローバル
なプロセス
オーナー

現場で業務を
行うプロセス
オーナー

プロセス
専門家

ライン 
マネージャー

アジャイル組織
アジャイル型リーダーシップモデル
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戦略とビジョン

図表5  今後5年間のGBS戦略について、貴社の戦略を最も的確
に説明しているのはどれですか？

複数回答可

80%

77%

58%

41%

19%

76%

52%

28%

12%

64%

48%

24%

11%

デジタル化

グローバル・ 
ビジネス・サービス

標準化

付加価値サービスの 
統合

サービス範囲の拡大

人材管理

プロセス駆動型組織

RPA以外の自動化

地域拡大

バーチャルな職場

アウトソーシング／BPO

インソーシング

リロケーション

図表5に示すように、デジタル化、標準化、GBSの範囲拡
大はいずれも調査対象企業の4分の3以上が今後5年間の主
要戦略に挙げている。また、GBSの戦略目標として、プロセ
ス駆動型組織への転換も重要性を増している。一方、BPO
は戦略の方向性としては重要性を失いつつあると思われる。

図表6  プロセスや機能の一部をアウトソーシングすることを 
検討していますか？

64%

15%

5%

7%

3%

6%

していない。 
アウトソーシングは当社に 

とって重要なトピックではない。

している。 
社内の他部署の専門業務 
について検討している。

している。 
GBSのオペレーション業務 
について検討している。

している。 
GBSの専門業務 

について検討している。

その他

している。 
社内の他部署の 

オペレーション業務 
について検討している。

図表6に示すように、アウトソーシングは調査対象企業の3
分の2にとっては重要な戦略目標ではないようだ。しかし、残
りの3分の1の企業はプロセスまたは機能のアウトソーシング
を検討しており、アウトソーシングプロバイダーにとって好調
な市場環境となっている。

図表7  どの機能について、アウトソーシングを検討していますか？

41%

8%

6%

6%

財務

IT

HR

税務

図表7から明らかなように、アウトソーシングを利用する可
能性について、財務機能（経理・FP&Aを含む）が第一のター
ゲットとなっている。一方で、IT、HR、税務をアウトソーシン
グする可能性は少ないようだ。



組織とガバナンス

新しい働き方⸺アジャイル組織で成功を目指す

シェアードサービスは、複雑さと不確実性が高まり続け
る不安定な環境に素早く適応することができるのだろうか。
COVID-19によるパンデミックの発生によって、その能力が厳
しく試されることになった。発生当初の衝撃が落ち着き始め
ると、大半の企業がリモートワークに素早く切り替え、事業
運営の中断を妥当なレベルに保つなどして、新しい環境に適
応した。こうした変化は順調に進んだが、一方で、パンデミッ
クの中で生まれた働き方の「ニューノーマル」は、アジリティ
という点で、大半のGBSに共通する盲点をあぶり出した。改
善が必要な点をまとめると、次のようになる。

• 労働力リソースを実際のニーズに合わせて柔軟に配分する
パンデミックの初期、支払い担当チームが処理すべき業務
は通常時よりも減少したが、HR担当チームでは通常時を
大幅に上回る業務量が発生した。こうした不安定な業務量
に合わせて、人員配置を迅速かつ柔軟に調整することが難
しかった企業が多かった。

• 期限の厳しい業務（決算など）を適切に管理する
業務量のピーク時の対応が難しいケースが多かった。主に
インフォーマルなコミュニケーションに頼るGBSの場合はな
おさらである。アジャイル型の作業方法や、柔軟なチーム
によるネットワークアプローチを採用していれば、こうした
業務量の変化にはるかに迅速に対応できたかもしれない。

• 危機の時でも戦略的取り組みを引き続き最優先する
危機管理態勢を取っている間は全般的に状況が不透明で労
働力も限られているとして、長期戦略の取り組みを一時的
に停止したと報告するGBSもあった。しかし戦略的取り組
みにはデジタル化やCIに関連したものが多く、GBSの長期
的な成功に果たす役割も非常に大きい。

パンデミックによって、組織のアジリティが重要な成功要因
であることがはっきりと示された。GBSはトランザクション業
務の遂行を通じて人件費を抑えつつ高品質のサービスを提供
するという本来の目的に沿って、通常はライン型組織として設
立される。しかし、トランザクション業務の自動化が進む今、
こうした従来の役割は時代遅れになりつつある。今は新たな
要件として、対応力の高さ、顧客重視、イノベーションの推
進が求められている。その要件を満たすために、GBSは従来
の組織構造から進化する必要がある。

では、GBSがアジリティを高めるために、何ができるだろ
うか。従来のビジネス・サービス・センターが持つライン型
の組織構造の中に、柔軟なネットワークオペレーションの要
素を組み入れることが、新たな要件に対する最初の効果的な
対応になる。

D　組織とガバナンス
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図表8 従来のライン型組織とネットワーク型組織の長所・短所の比較
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ハイブリッドな
アプローチ

• オペレーションが効率的で、 
役割や責務が明確

• 機能部門をまたいだ調整と管理が効率的

• 他機能とのコミュニケーションが限定的で、
柔軟性やイノベーションが少ない

• 組織内の縦割り意識が強く、 
エンドツーエンドの視点に欠ける

従来のライン型組織
• さまざまな視点やチームの多様性が 
イノベーションを推進

• 他機能の知識やスキルに自由にアクセス
できる

• パフォーマンスが優れた人材をめぐって
内部で競争が起きる

• 高レベルの連携が必要
• 明確な指示系統がないため、 
管理が難しい

ネットワーク型組織

ハイブリッドなアプローチを採用すれば、双方の組織の利
点を組み合わせて、柔軟性の高いチームを導入して革新的
なプロジェクトを行うこと、イノベーションやCIを推進するこ
と、スタッフ活用に関する課題を解消することなどができる。
GBSのハイブリッドモデルの主な特徴を、図表9に簡単に図
示する。

• エンドツーエンドのプロセスオーナーシップ
プロセスをエンドツーエンドでとらえることは、最も重要な
要素である。機能部門をまたいで全社レベルで活動するこ
と、プロセス全体に責任を持つエンドツーエンドの専任プ
ロセスオーナーがリーダーになることが重要だ。

組織とガバナンス
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図表9  ビジネスサービスのためのハイブリッド組織モデルの例

事業部門 本社 GBS

エ
ン
ド
ツ
ー
エ
ン
ド
の
プ
ロ
セ
ス

エンドツーエンドの 
プロセスオーナー

設計と構築

オペレーション • 役割と指揮系統が明確なライン型組織
• 従来型のオペレーションでトランザクション業務に注力する

• 柔軟性の高いチームによるネットワーク型組織
• プロジェクト、トランスフォーメーション、CI業務、迅速な適応のための要件 
（業務量の変化など）に注力する

エンドツーエンドのプロセス
オーナーによる直接のリー
ダーシップ

オペレーションサービスを実施する下位チームを担
当するデリバリーマネージャーによるバーチャルな
リーダーシップ

• 組織内の分担
 – 設計と構築 
ネットワーク型組織を立ち上げ、柔軟性の高いチームがプ
ロジェクト、トランスフォーメーション、CI業務を管理すると
ともに、状況に迅速に適応するための要件（業務量の変化
やピークなど）に対応する。

 – オペレーション 
ライン型組織を立ち上げ、役割と指揮系統を明確に決めて
従来のトランザクション業務に対応する。

• 緊密なコラボレーション
社内の全部門（事業部門、本社、GBS）、関連する全ての
部署が緊密に協力する。

目的は、GBS組織を「ゼロ」の状態からいきなり完璧な
アジャイル型に変身させることではなく、以下に挙げるような、
進化するビジネスサービスの目的に合わせた適切な変化だけ
に注力することである。
• 価値駆動型の組織になり、業務量のばらつきや変化に素早
く適応する。

• イノベーションやデジタル化の原動力として、社内で重要な
役割を果たす。

• 対応力を十分に高めるとともに、顧客中心主義を定着させる。

Barbara Major-Düwell
Senior Manager
Munich, Germany
Tel: +49 89 5790-5449
Mobile: +49 160 5363925
barbara.major-duewell 
@pwc.com

組織とガバナンス
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組織とガバナンス

図表10  貴社のGBSの現状をどのように説明しますか？

36%

25%
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2%サービスを統合していない 
分散型の構造
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機能ごとに独立した 
複数のSSC

複数のセンターを 
ネットワーク化した 

グローバル・デリバリー・モデル

マルチタワー型SSC

図表10を見ると、企業は機能ごとに独立した複数のSSCよ
りも、成熟度の高いマルチタワー型SSCを目指していること
が分かる。この現象から、依然としてコスト効率改善がSSC
導入の最大の理由であること、各社がより多くの機能をSSC
に移行するのに伴い、GBS導入の傾向も今もなお高まりつつ
あることが読み取れる。調査対象企業の4分の1が、複数の
センターを一体的にネットワーク化したデリバリーモデルを採
用していた。この点から考えると、GBSは（GBS戦略も含め）、
グローバルレベルで検討する必要がある。

図表11 貴社のGBS組織のオーナーは誰ですか？

57%

26%

10%

7%

CFOが担当

各機能のマネジメントに統合

取締役会直属の独立組織

その他

図表11に示すように、調査対象企業の半数以上で、GBS
はCFOの直属になっている。SSCの大部分を経理機能が占
め、多くの場合GBSでも最大の業務になっていることが理由
だと思われる。もう1つ考えられる理由は、SSCに最初に移
行する機能が経理であることが多いという点で、他の機能が
移行してからも引き続きCFOが担当していると考えられる。
一方、4分の1の企業ではSSCが担当する機能の管理構造に
組み込まれている他、社内のどの機能部門の直属にもせず、
完全な独立組織として運営している企業が10％あった。

図表12  内部顧客とのやりとりをどのような形で行っていますか？

51%

33%

11%

5%

顧客とGBSが 
直接やりとり

GBSと他の社内組織が 
共同で管理

独立部門が 
顧客と実施部門をつなぐ

GBSの各機能部門に 
キー・アカウント・ 
マネージャーを置く

図表12に示すように、半数以上の企業が、GBSと内部顧
客の間の直接的なやりとりを継続している。また、33％の企
業は、GBSと他の社内組織が共同で顧客との接点を管理す
るという形で責務を共有している。内部顧客とのやりとりのた
めにキー・アカウント・マネージャーを活用している企業は、
わずか5％だった。
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組織とガバナンス

図表13に示すように、調査対象企業の60％がFTE（フル
タイム当量）を基準にしてGBSのコストを顧客に配分してお
り、この方法が最も一般的となっていることが分かる。また、
約3分の1の企業はトランザクションベースでコストを配分して
いる。一方で、定額制での請求（6％）、売上ベースでのコス
ト配分（5％）、GBSの独立予算（4％）、請求しない（4％）
と答えた企業は少数だった。

自社のGBSを運営するにあたり、コストが最も重要なKPI
だとする企業が、調査対象全体の4分の1を超えた。次いで
品質（21％）、効率性、顧客満足度（どちらも10％）だった。
一方、生産性（7％）、サービス・レベル・アグリーメント（SLA、
7％）、人員削減率（5％）、初回成功率（4％）が果たす役
割は小さかった。

図表15に示すように、調査対象企業の33％が最大の課題
だとしたのは、企業本体とSSCの活動の分担を明確に定義
し、維持することだった。この結果は、両者の業務を適切に
分担し、両者の接点をうまく取り扱うことの重要性を示唆して
いる。この点は、GBSを成功に導くために欠かせない要素の
1つである。図表14 貴組織にとって最も重要なKPIは何ですか？
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複数回答可

図表15  貴社の内部統制に関する最も重要な課題は何ですか？
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図表13  GBSのコストを顧客に請求する際、どのような方法を 
使用しますか？
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GBSのパフォーマンスとコンプライアンスの分析

GBS組織は、この20年間に急速に成長し、財務および経
理、FP&A、調達、販売、HRなど、幅広い分野のプロセス
を扱うようになった。特に多国籍企業では、GBSが膨大な数
の法人にサービスを提供し、複数のITシステムと多様なデー
タモデルを扱う場合も多い。エンドツーエンドプロセス（GBS
と社内の他部署の両方を含む）の設計と、GBSの業務増加
に伴うプロセスの複雑化の2点は、今後も継続する市場の主
要トレンドであるとともに、現在のGBSが直面する課題でも
ある。GBSプロセスの成熟度は、多くのケースでまだ限定的
であり、今後さらに標準化と自動化を進める余地は大きく残
されている。ERPシステムで運用を続けているプロセスに関
しては、透明性が欠如していたり、標準的プロセスが遵守さ
れていなかったりすることも多々ある。社内の他部署との間
で最初に合意した業務の分担を、実際のプロセスでは逸脱し
てしまう場合も多い。こうした難問に対処するには、データ
分析と高度なKPIに基づいて、パフォーマンスとコンプライア
ンスを測定するシステムが不可欠だ。実際のところ、こうした
システムにはまだ大きな改善の余地がある。データや分析指
標の範囲が十分には活用されていないからだ。

PwCは、プロセスマイニングとリバース・ビジネス・エン
ジニアリングの技術をもとに、GBSのパフォーマンスとコンプ
ライアンスを分析するツール*を開発した。実際のプロセスを
深く掘り下げて分析するための出発点として使えるツールで、
プロセスのパフォーマンス、リスク、不具合を分析して、最適
化すべきエリアの特定や、変革プロジェクトの範囲決定に生
かすことができる。また、プロセスのパフォーマンスとコンプ
ライアンスを継続的にモニターする管理ツールとしても活用で
きる。分析項目には、GBS向けのコンサルティングにおける
PwCの幅広い経験や、監査の現場から得られた深い知見に
基づいて、定期的に新しい内容を追加している。このツールは、
図表16に示すように多様なシナリオに適用可能となっている。

*SAP利用対象会社向けのツール
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図表16  PwCのGBSパフォーマンス・コンプライアンス分析ツールの活用事例

GBSのパフォーマンスとコンプライアンスの継続的な管理 1社または複数社のGBSをベンチマーク

GBSの成熟度評価：標準化、自動化、効率性、 
コンプライアンス／適合性のレベル

GBSの自動化の可能性の分析 
（RPAによるクイックウィンなど）

GBSの事前・事後の比較：プロセスの質、効率性 GBSの導入や最適化のフィージビリティスタディ

PwCのGBSパフォーマンス分析ツールは、GBSプロセス
の効果と効率を測定できるように設計されている。GBSを利
用する複数の法人を分析し、GBS組織全体のプロセスの標
準化と自動化の現在のレベルについて、深い知見を提供する。
また、GBSに特化したKPIを活用して、品質や効率を示すさ
まざまな指標（接触率、変更率、サイクルタイム）を測定し、
複数の法人間で比較する。さらに、クイックウィン（RPAを使っ
た自動化など）の可能性を探ることにも活用できる。

PwCのGBSコンプライアンス分析ツールは、プロセスベー
スのリスク分析システムとして、GBSを利用している全ての法
人が標準プロセスに準拠しているかをチェックできるように設
計されている。主な目的は、企業にとってリスクとなりそうな、
プロセスやトランザクションパターンの異常を発見することで
ある。また、GBSと社内の他部署が最初に合意した業務分
担に従っているかどうかを評価し、合意したサービスの範囲か
ら逸脱している可能性のあるものを特定することもできる。こ
のツールの分析結果からは、全ての指標と特定されたリスク
について適切な統制が実施されているかどうかという、内部
統制システムの効果に関する知見が得られる。
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この分析ツールには、標準的なGBS分析パッケージが含ま
れている。パッケージは使用中のERP環境、ITシステム環境、
データモデルに基づき、プロセスに合わせてカスタマイズされ

る。導入にあたっては、ライセンスを取得する方法と、PwC
が提供するプロセスマイニング・アズ・ア・サービスとして利
用する方法のいずれかを選択する。

図表17  PwCのGBSパフォーマンス・コンプライアンス分析ツール（画面例）

組織とガバナンス
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プロセス

E　プロセス

SSCで行っているのはわずか約20％だった。トレジャリーで
は、業務の50％以上をGBS組織に移行している企業は約5
分の1だった。

その他の機能については、さらにばらつきがある。HRでは、
約30％の企業がすでに業務の50％以上をSSCに移行してい
る。一方、4分の1の企業は、GBSに全く移行していなかった。

調達では、30％の企業が業務にSSCを全く利用せず、一方、
30％近くの企業は調達業務の半分以上をSSCから提供され
ている。

販売については、現状、GBSはそれほど広く活用されてい
ない。62％の企業が、どの販売業務にもGBSを利用してい
ない。また、販売プロセスの10％未満しかSSCに移行してい
ない企業が12％ある。

ITでは、43％の企業がIT業務をSSCに全く移行していない。
一方で、4分の1以上の企業がITプロセスの50％以上をSSC
に移行している。このことから、多くの企業にとってIT部門の
コスト効率を大幅に改善する余地が存在することが分かる。

調査対象企業の3分の2が、物流サービスにおけるGBSの
活用をまだ考えていない。わずか10％の企業だけが、物流
業務の半分以上をGBSで行っている。

各社の法務部門はいまだ業務の大半を部署内で行ってお
り、調査対象企業の約80％が、法務業務をSSCに全く移行
していない。しかし、7％の企業は法務プロセスの半分以上
をSSCに移行しており、今後、移行割合が増加する可能性が
残っていることが明白に示されている。

内部監査業務については、3分の2以上の企業がGBSに全
く移行せず、引き続き部署内で実施している一方、約10％の
企業が業務の半分以上をSSCで実施している。

図表18は、社内の各機能について、GBSに移行した業務
の割合が高い（70～100％）、中程度（30～69％）、低い（1～
29％）という企業が何％あるかを示している。現在GBSが提
供しているサービスは経理業務や経理プロセスが圧倒的に多
く、次いでHR、ITである。

経理業務では、調査対象企業のうち55％が業務の70％以
上をSSCに移行していた。このことから、経理分野における
GBSの成熟度が高いことが分かる。しかし、さらに移行が進
む可能性もある。

より財務に近い機能について見ると、FP&Aでは約10％の
企業が業務の70％以上をGBSに移行している。また、4分の
3近くの企業でGBSが税務業務を行っているが、50％以上を

図表18  貴社のGBSでは、どのようなサービスを提供しています
か？　また、GBSに移行している業務の割合はどのくらい
ですか？
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グローバル規模の成熟度評価をリモートで実施

プロセス

2020年はビジネス界にとって、前例のない変化の年だった。
PwCのクライアントは、世界的パンデミックの中で働き方を取
り巻く新しい現実に迅速に適応するため、新しいモデルを導
入し、新しい働き方を浸透させた。それはサービスを提供す
る側のPwCも同様である。

昨春、PwCはあるグローバル企業（売上高約280億米ドル、
従業員数14万人以上）の改革プロジェクトに着手した。プロ
ジェクトには、社内の財務機能をごく少数の既存のGBSセン
ターに集約する計画も含まれていた。着手後間もなく、各地

図表19 SSC成熟度評価の対象となった項目

プロセスの卓越性
プロセスの最適化と標準化
プロセス改善
KPIの枠組み

プロセスナレッジの管理
プロセスの文書化
プロセスナレッジの維持

プロセスとパフォーマンス

採用
募集・採用
入社研修

能力開発
学習と能力開発
人材管理

報奨
報酬の管理
業績の管理

退職
退職者対応

維持
リーダーシップのスタイル
従業員満足度

HR

組織構造
組織構造

オペレーションの卓越性
ガバナンスモデル

SSCの卓越性測定
SLA／OLAの成熟度
プライシングモデル

業務の体系化
コンプライアンスと監査

計画やプロジェクトの完了
変革管理
顧客満足度

バックオフィス機能の有効性

オペレーション

ITのサポートとセキュリティ
ITビジネスサポート
BCP（事業継続計画）／ 
DRP（災害復旧計画）の準備と管理
オフィスのセキュリティ

ITの機能性
ITアーキテクチャ
ITハードウェアとソフトウェア
IT業務フロー

IT

ターゲット・オペレーティング・モデル
SSC組織モデルとフットプリント

戦略の整合性
BPOモデルの活用

SSCロケーションのコスト効果
SSCロケーションの柔軟性

一元化のレベル
現在の範囲

範囲拡大への準備

戦略

SSC成熟度 
評価

のオフィスがこれ以上の業務やプロセスをGBSに移行するこ
とに消極的で、それが大きな問題になりそうだということが
分かった。全てのオフィスが、GBSのサービスに満足してい
るわけではなかったのだ。

そこで私たちは、GBSの現在のパフォーマンスを徹底的に
分析し、顧客満足度を向上させるべき分野をあぶり出した。
分析には当社の成熟度評価手法を用い、GBSの基本的な5
つの側面である戦略、オペレーション、プロセスとパフォーマ
ンス、人材、ITを詳細に検討した。

この手法は、3ステップで構成されている。最初のステップ
は初期分析で、組織図や関連KPIなど入手が容易なデータや
文書を集めて分析し、初期段階でのトレンドやギャップを把握
した。第2ステップではSSCの代表者と顧客への聞き取りを
行い、把握したギャップを深く掘り下げ、双方の視点を理解し
た。それと並行してオペレーション担当従業員とのフォーカス・
グループ・ミーティング、プロセスの視察や実地検証を行った。

また、聞き取りに加えて簡単な調査票を作成し、SSCの全ス
タッフと一部の顧客に送付した。最終ステップでは最終報告
書を作成し、ここまでに得られた知見と、SSCの成熟度向上
に役立つと思われる改善点の提案を記載した。
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クライアントと合意した主目的は、SSCの発展を阻んでい
る重要な課題への対応策を見つけることだった。他の多くの
GBSの事例と同様に、このクライアントも、顧客の期待に沿っ
て質の高いサービスを確実に提供することに苦労していた。

今回のプロジェクトの実施に当たっては、当社のアプロー
チを「リモートフレンドリー」なものに設計し直す必要があっ
た。聞き取りやミーティングを全てリモートで行わなければな
らないことが想定されたからだ。それはフォーカス・グループ・
ミーティングについても同様だったが、グループの参加者にリ
アルで接しているように感じてもらい、同僚の前で正直な意
見を安心して話してもらわなければならないため、特有の難
しさがあった。これらの問題については、新しい関わり方で
聞き取りを行い、Mentimeterなどのアプリケーションの助け
も借りるなどして対応した。

このプロジェクトのために、ポーランド、インド、メキシコ、
中国、スイスのPwCからさまざまなサービスを担当するコン
サルタントが集まり、チームを結成した。200回を超える聞き
取りと20回のフォーカス・グループ・ミーティングを実施し、
160件を超える調査回答を回収・分析した。わずか2カ月の
間にプロジェクトを完了するには、移動の問題が最大の課題
になると当初は想定されたが、リモートやバーチャルのアプ
ローチを使ったおかげで、実際には予想したよりも容易に進
んだ。時差のある複数の地域に対応する必要もあったが、シ
ンガポールのビジネス部門マネージャーにインタビューした
後、すぐにニューヨークのプロセスオーナーに電話をかけるこ
ともできたし、時差ぼけに悩まされることもなかった。

プロセス

図表20  クライアントのセンター全体と他社GBSの 
ベンチマーキング（分野別）

他のGBS1（最小）
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1  �他のセンターについては、PwCがグローバルに評価した

プロジェクトの成果として、5カ所のセンターそれぞれに関
するレポートと、組織全体の注目点と提案をまとめたグロー
バルレポートを作成した。レポートには、GBSの成長やパ
フォーマンス改善につながる改善点をグローバルで20項目以
上と、グローバルおよびセンター固有の課題分析を記載した。
これら全ての報告内容をもとに、クライアントはいくつかの問
題の根本原因と、顧客満足度向上のために注力すべき分野を
明確に把握することができた。私たちにとっても、ビジネスの
さまざまなレベルでクライアントと素晴らしい関係を構築でき、
さらに、PwCの支援の能力、スキル、経験をクライアントに
示すことができた有意義なプロジェクトだった。

Aleksandra  
Stelmach-Gryszka
Director
Krakow, Poland
Tel: +48 12 433-3555
aleksandra.stelmach-
gryszka@pwc.com

Romek Lubaczewski
Partner
Krakow, Poland
Tel: +48 22 746-4319
romek.lubaczewski 
@pwc.com
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図表21は、各機能のプロセスの標準化の程度が高い、中
程度、低い企業が何％あるかを示している。トレジャリー、
内部監査、経理は高いレベルの標準化を達成しており、調査
対象企業の3分の1以上がこれらの機能のプロセスの70％以
上を標準化している。

経理では、4分の3の企業がプロセスの半分以上を標準化
している。また、標準化が10％未満の企業は、調査対象の
中にはなかった。

FP&Aについては、標準化の程度に大きな幅がある。61％
の企業がFP&Aプロセスの50％以上を標準化しており、標準
化が20％未満の企業はわずか7％だった。とはいえ、まだ改
善の余地はある。

税務プロセスでは、調査対象企業の半数が、プロセスを
50％以上標準化していた。すなわち残りの半数は標準化が
50％未満で、標準化が20％未満の企業も15％あった。

トレジャリープロセスの標準化が半分未満の企業は4分の1に
すぎず、45％の企業はプロセスの70％以上を標準化していた。

HRのプロセス標準化については、かなり均等にバランスよ
く分布している。調査対象企業の45％はプロセスの半分未満
しか標準化していない一方、70％以上を標準化していた企業
が4分の1以上あった。

調達も同様だが、プロセスの半分以上を標準化した企業
が60％以上だった。逆に、20％の企業は、調達プロセスの
30％未満しか標準化していなかった。

販売では、60％の企業はプロセスの標準化が半分未満で
あり、60％以上を標準化した企業はわずか17％だった。

一方、ITは標準化のレベルが高く、標準化が半分未満の企
業は29％しかない。32％の企業は、プロセスの70％以上を
標準化している。

物流の標準化は、均等にバランスよく分布している。54％
の企業が物流プロセスの半分以上を標準化している一方、
46％の企業は標準化が半分未満で、32％はプロセスの30％
未満しか標準化していない。

法務機能については、標準化のレベルはさらに低い。法
務プロセスの半分以上を標準化している企業は40％にとどま
り、37％の企業はプロセスの20％未満しか標準化していない。

最後に、内部監査については標準化のレベルが高く、プロ
セスの半分以上を標準化している企業がほぼ80％である。内
部監査プロセスの標準化が20％未満の企業は、わずか10％
だった。

図表21  貴社のプロセスはどの程度標準化されていますか？
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調達機能は、2025年までに新しい構造やデジタルプロセス
を反映して組織を転換し、これまでとは異なる経歴を持つ従
業員を採用したり、経営モデルを調整したりすることが必要
になるだろう。その目的は、プロセスを簡素化すると同時に、
調達機能の影響力を高めることである。例えば、電子調達に
よって発注管理が簡素化されれば、戦略的活動に使える時間
が増える。また、一括購入の交渉を行うスキルを獲得すれば、
影響力を高め、トランザクションコストを下げられる。

現在のプロセス環境から考えると、いずれ大半の調達オペ
レーションプロセスと支援プロセスが自動化されると考えられ
る。購買担当者が従来担っていた役割はデジタルソリューショ
ンで管理するようになり、戦略パートナーの管理といった他の
業務が重要性を増してくるため、近い将来、現在の調達機能
の再編が起きるだろう。その影響で調達機能の役割が変化す
ると考えられるが、影響はそれだけでなく、組織全体の構造
や管理にも及びそうだ。カテゴリーをベースにした従来の構
造は、価値の源泉をベースにした、無限の柔軟性を持つ構
造に転換されるだろう。一般的な組織では、最高調達責任者
（CPO）は4つの価値の源泉を管理することになると見込ま
れる。
• トランザクションセンター

• カテゴリーセンター
• プロジェクトセンター
• ソリューションセンター

図表22  調達組織は、カテゴリーに基づく構造から、価値の源泉に基づく構造に変わる

カテゴリーに基づく組織

CPO

カテゴリー 
1

カテゴリー
2

カテゴリー
3

…

価値の源泉に基づく構造

CPO

トラン 
ザクション 
センター

カテゴリー
センター

プロジェクト
センター

ソリュー
ション 
センター

トランザクションセンター
大半のトランザクションセンターは「デジタルバイヤー」、

すなわち運用が完全に自動化された購買システムと、自動化
できないプロセスのための管理上の承認部門の組み合わせ
で構成される。2025年には、トランザクションセンターはす
でに自動化済みのプロセスや現在自動化が進行中のプロセス
（カタログ購買、Cクラスの役員が関与しない発注など）の
みならず、もっと複雑な業務も担うようになるだろう。例えば、
非戦略的購買に関するオンライン上の交渉や、多階層全体の
透明性の確保などである。未来のテクノロジーがもたらす機
会は無限大であり、企業の調達組織をどこまで自動化できる
か、自動化が成功するかは、他の3つの価値源泉によって決
まる。なぜならトランザクションセンターは、自動化のルール
とガイドラインを決定するカテゴリーセンターとプロジェクト
センターを基盤として構築され、必要なシステムやツールの
実装と継続的改善を担うソリューションセンターによって運用
が可能になるからだ。

プロセス
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カテゴリーセンター
カテゴリーセンターは、支出管理の中心である。コストと
能力を効果的に管理するための基盤となる先進的な分析によ
り、カテゴリー、サプライヤー、プロダクトごとの支出に関す
る詳細な情報を1クリックで表示できるようにすることで、トラ
ンザクションセンターのルールやガイドラインの設定に活用で
きる。加えて、多層的な透明性の確保は、能力のモニタリン
グやリスク検知に関する戦略的意思決定の土台となる他、随
時の注意喚起や将来を見越した行動の提案を可能にする。

プロジェクトセンター
プロジェクトセンターは、戦略的取り組みと緊急性の高い
課題の両方を対象とする。新しいプロジェクト（新製品の開
発と発売など）や新しいインフラ（新プラントなど）の管理に
向けて、購買組織としての責任を適切に担うには、戦略的な
購買を行い、社内ではビジネスパートナー、社外では関係を
管理するマネージャーに進化する必要がある。そのためには、
多数のステークホルダーの要請を調整し、戦略的重要性の高
いイノベーションを迅速に活用して、この任務に必要な能力
を有していることを保証しなければならない。

プロジェクトセンターが成功するためには、カテゴリーセン
ターからの知見が必要である。加えて、シミュレーション、イ
ンテリジェントな価格分類、ベンチマーキング、プロジェクト
マネジメントなどを実施できるプロジェクトのコックピットも、
成功の鍵を握っている。

ソリューションセンター
ソリューションセンターは、価値創出構造全体の水準を左
右する。サプライヤー統合型プラットフォームを備えた新たな
レベルのERPシステム、先進的アナリティクス、RPA・AI・ボッ
トを活用したインテリジェントなオートメーションなど、あらゆ
るデジタル化プロジェクトにおいて、ソリューションセンター
は新ツールの開発から既存ツールのメンテナンスまで、プロ
ジェクト全体に携わる。

この新構造では、直接調達と間接調達の区別があいまいに
なる。日常的な間接業務はトランザクションセンターで完全に
自動化され、重要なプロジェクト（新プラントなど）はプロ
ジェクトセンターを通じて扱うので、プロジェクト管理のため
の組織や下部組織を別途作る必要がない。また、購買担当
者にこれまでと異なる職務能力が必要となることも特徴であ
る。現在の購買担当者は、大半がビジネス分野の経歴を持っ
ているが、新構造ではビジネスアナリスト、デジタルの専門家、
関係を極めて重視するビジネスパートナーなどが混在するこ
とが求められる。

価値の源泉に基づく構造を採用すると、調達部門は、知識
を持った専門チームをベースとする組織に変わる。それによっ
てシェアードサービスと、専門センター（特にトランザクショ
ンセンター、カテゴリーセンター、ソリューションセンター）が、
理想的には1つにまとまり、一元化することが可能になる。昨
年は、デジタルでのコラボレーションが実際の対面の代用に
なることが証明された。したがって、プロジェクトセンターも
GBS組織の中で一元化できる。しかし、多数の接点がかかわっ
てくるため、どの組織にも通用する単一の方法はない。一元
化を進める過程では、各社の企業文化や全体的な構造を適
切に考慮することが望ましい。

価値の源泉に基づく構造では、将来の構造を評価する新し
いKPIを使った新しいガバナンスモデルとパフォーマンスの測
定手段が必要になる。そのKPIを下表に示す。

図表23  将来の調達組織のKPI

トランザクション
センター
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センター
プロジェクト 

センター
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クション／ 

自動化のレベル

コスト削減 価値貢献 イノベーション 

能力

サイクルタイム 能力／資材や
サービスの 

可用性

コスト削減 システムエラー／
可用性

回答／ 

問題解決用の
ボット

サステナビリティ プロジェクトに 

要した人日
コード行数

自動化されたセルフサービス型のKPI管理用ダッシュボード
が、一元化されたGBSのサービスと本部や主たる購入組織と
の連携を管理する鍵である。

価値の源泉に基づく構造の組織への転換を進めるために必
要なのは、力関係の調整や時間ではなく、新しい思考パター
ンと、全ての調達機能（直接購買機能、間接購買機能、支
援機能）による団結した取り組みである。また、グローバル
な調達ガイドラインや承認ガイドラインを明確に定めることも
求められる。全プロセスが自動化されると調達依頼の申請者
の責任が大きくなるが、こうしたガイドラインがあれば、プロ
セス遵守を確保するための基本的な枠組みとなり得る。
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導入に成功すれば、価値の源泉に基づく組織構造はゲーム
チェンジャーになり、内部顧客や外部パートナーとのやりとり
にも影響が及ぶ。この構造は調達のプロセスを簡素化し、影
響力を高めることができるため、克服すべき障害があっても、
取り組む価値は十分にある。

出遅れてはいけない。未来の調達機能の実現に向けて、
今すぐ動き出そう。

Kristina Kompalla
Senior Manager
Stuttgart, Germany
Tel: +49 711 25034-3215
Mobile: +49 151 10473251
kristina.kompalla@pwc.com

Dr. Jan Joachim 
Herrmann
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Düsseldorf, Germany
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@pwc.com

図表24  エンドツーエンドのプロセス管理を実施していますか
（プロセス駆動型の組織ですか）？
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図表24に示すように、調査対象企業の約半数が少なく
とも一部はエンドツーエンドのプロセス管理を行っていた。
このことから、プロセス駆動型組織の重要性が高まってい
ることが分かる。また、42％の企業が現在、プロセス駆
動型組織への転換のための取り組みを実施中だった。



SSCにおける販売・サービス業務

あらゆる規模の企業で、販売・サービス機能の効率性とア
ウトプットの向上への圧力がこれまでになく大きくなっている。
ここ数年、人員を増やすことなくアウトプットを向上すること
を多くの企業が目指してきた一方、パンデミックによる不確実
性の中で、コスト削減のためにさらなる人員削減が起きてい
る。そのため、それほど高度な対応を必要としない業務を一
段低いレイヤーに移動したり（図表25を参照）、完全に自動
化したりする傾向が生まれた。その結果、現場の（販売やサー

業務を左から右へ移転

図表25  現場のサービス業務を他の担い手に繰り下げる

現場の販売担当者
チャットボット、RPA、AI

最も重要度の高い 
ターゲットや顧客に 
多くの時間を集中する 全ての作業について 

自動化を進める

社内の販売担当者

販売現場で行っていた
管理業務や顧客ケア 
業務を引き受ける

SSC／GBS

顧客に対面しない 
業務の一元化を進める

アウトソーシング先の 
コンタクトセンター

コスト削減を進める

10～15％ 10～20％

10～20％

5～10％

ビス）業務を次のような順序で繰り下げていく流れがはっきり
と生じている。
1. 自動化またはデジタルによる支援へ
2. 社内の販売・サービス部門へ
3. SSCへ
4. アウトソーシング先のコンタクトセンターへ

1  自動化
現在、人間の作業量を減らし、能力に余裕を生む可能性

が最も大きいのは自動化である。そして、自動化の最もシン
プルなかたちがチャットボットだ。チャットボットはすでに十分
な水準にまで成熟し、それ自体が1つのチャネルになってい
る。今ではチャットボットは、商品説明や価格情報の提供か
らショッピングカートのサポートまで、さまざまな方法で顧客
を支援している。顧客関連のワークフローを開始することもで
きる。

次のレベルの自動化はRPAである。データを別のシステム
に移動するといった、ミスが起こりやすい反復作業を自動化
することができる。よく使われるのは、ウェブサイトの更新や、
製品カタログ、製品の詳細説明、価格情報の更新などである。

価格担当者のスプレッドシートから、自社のERPシステムに
情報を直接転送することも可能だ。その他に、報告書のフォー
マットの自動設定や、形式や内容が定型的な電子メールの送
信や返信などが一般的な用途である。

AIはさらに先進的で、自然言語処理、パターン検出、機械
学習、独立したロジックなどが可能である。顧客から届いた
電子メールから商品名、品番、注文番号を抽出し、自社の
ERPシステムでその商品の価格や在庫数、注文の状況を調べ、
自動でその結果に応じた内容の返信を送ったり、注文を受け
たりすることができる。
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AIを搭載した販売予測ソリューションでは、最も有望な顧
客を特定してコンタクトを取ることができる。販売担当者には
大きな支援となり、非常に高い付加価値を実現する。このシ
ステムは、自社の最優良顧客に関する内部情報（マスターデー
タ、注文履歴、顧客価値分析など）を収集し、他の企業の
公開されている情報（企業財務情報、アニュアルレポート、ウェ
ブサイト、信用スコアなど）と比較する。販売予測ソリューショ
ンは、人間よりはるかに正確に類似点を見つけることができ
る。それにより成約の可能性の高い高価値ターゲットの優先
度リストを作成し、売り込むべき商品やサービスの情報ととも
に提供してくれる。

2  社内の販売部門
新しいテクノロジーが増えているとはいえ、当然ながらデジ

タル化で全ての顧客対面業務が自動化できるわけではない。
ここでも企業は、顧客サービスで最大の金銭的価値を生むの
はどの人材なのかという問題に直面する。人件費の高い現場
の販売担当者や技術者は、新規顧客獲得や商品の販売・修
理といった顧客対面業務に配置して有効活用することになる。
そうした現場の人材が顧客対応に最大限に集中できるよう、
管理業務は社内の販売部門に移す必要がある。PwCが支援
した多数のプロジェクトにおいて、顧客からの簡単な問い合
わせ（商品の特徴、価格、在庫の有無など）への対応を社
内の販売部門やカスタマーサービスに移すことにより、現場
の販売担当者の有効性を大幅に向上できた。上述したような
自動化を行えば、社内の販売部門の手作業が減って余力が
生まれるので、小口顧客への売り込みやサービスなどの作業
を現場の販売担当者から引き継ぐことができる。こうした業務
は社内の販売部門担当者にとっては通常の作業ではなく、資
質として求められているものでもないが、どの企業でも社内
の販売部門にさまざまな人材を雇用しているため、中には顧
客獲得に優れた才能を持つ従業員もいるものだ。そうした従
業員を教育して小口顧客を担当する社内の販売担当者として
育てれば、現場の販売担当者は重要度の高い顧客により多く
の時間を振り向けることができる。

3  シェアード・サービス・センター
企業の海外展開が進むと、数多くの市場向けに販売関連の
社内部門を持つことが非効率になり、シェアード・サービス・
センターに置き換えられる。その傾向は何十年も前から続い
ているが、最近の新しい展開として、販売や顧客サービスも
SSCが担当するようになっている。これまで一元化されるの
は内部機能のみだったが、今では顧客に対面する部門もSSC
に移行されている。社内の販売部門を丸ごとSSCに移し、現
場の担当者だけをローカルの販売担当者として残すというこ
の方法は、当然ながら高いリスクを伴う。顧客関係という資
産は取り扱いが非常に難しく、注意深く監視する必要がある。
現地語や方言が（特に欧州やアジアでは）多様で、それを十
分に理解しているかどうかが、顧客体験にも影響する。そこ
でPwCでは多くの場合、ビジネスリスク、採用可能な従業員
数、導入のしやすさなどを踏まえた段階的なアプローチを推
奨している。第1段階では、中小規模の顧客について、自動
化できない業務のうち会話を必要としないやりとり（電子メー
ルなど）のみを対象とする。重要顧客の対応やコールセンター
サービスといった複雑な業務は、この段階ではまだ各国の担
当のまま残しておく。第2段階に入ると、現地語のコールセン
ターサービスなど、顧客をよく理解し、高いスキルで対応する
ことが求められる複雑な業務を一元化する。最終段階となる
第3段階では一元化の対象を広げて、重要顧客に関する業務
の大半をカバーする。その際、重要顧客には、連絡窓口とな
る専任担当者を決める。この段階的アプローチでは、SSCの
スタッフが継続的にスキルを磨き、より複雑な業務対応、個々
の顧客に対するきめ細かい理解、十分な会話能力の獲得に
努めることが必要になる。

4  アウトソーシング先のコンタクトセンター
最適なアウトソーシング先を見つけることは、何より重要で

あるとともに、最も難しいことでもあると考えられている。事
実に基づき、高度に体系化した選定プロセスで選ぶことが、
長期的な契約を保証する良い方法だと思われる。しかし実際
に選定するときは、必ずしも最高の利益を実現できる相手を
選ぶ必要はない。デジタル化、パンデミック、アウトソーシン
グ業界の最近の動向などの影響を見ると、新しいパートナー
との連携を成功させるには、次の5つの要素が重要である。
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イノベーション力
B2BでもB2Cでも、顧客の要望の変化は、カスタマージャー

ニー、基本的なユースケース、アウトソーシングのパートナー
が提供するべきトランザクションに影響を及ぼす。アウトソー
シングを成功させるには、変化を予測し、シミュレーションし、
その結果を活用して何を変更するか、どんな施策が必要かを
見つけ出せるパートナーと組まなければならない。アウトソー
シング先に今の時代に求められるサービスを提供してほしい
なら、働き方、スキルセット、設計、プロジェクトの管理方法
におけるイノベーションは不可欠である。

サービスのデジタル化
アウトソーシング業界は、求められるサービスを提供するた
めの知識とスキルセットに大きく依存している。世界的に賃金
が上昇し、地域によっては利用できるスキルセット（言語スキ
ル、インフラ、法令上の制限、助成金など）が限られている
中、コストと利益率への圧力は高まっている。こうした不足
に対応するためにはプロセス自動化、人的スキルの再配置、
コスト削減が必要だが、デジタル化によってそれが実現する。
個人をベースにした従来型のサービス（「カスタマーサービス
1.0」）では一般的なEBIT利益率は平均4～6％だが、デジタ
ル化、自動化したアウトソーシングサービスのEBIT利益率は
平均15～20％である。

モデルの共有
先進的な契約では、長期的なコラボレーションを可能にす

る堅実な基盤固めとして、十分な報酬スキームを含めるよう
になっている。事業計画を策定したら、アウトソーシングパー
トナーと発注元企業の双方が承認する必要がある。計画では、
コスト削減目標（年間5％など）や顧客満足度向上のための
質的KPIも決めておくことが望ましい。

データに対する知見
アウトソーシングパートナーによるイノベーションは、KPIや
事業計画上のパラメーターなどで測定されるパフォーマンスを
改善するための基盤となる。アウトソーシングパートナーは、
受託したサービスの運営や改善に関連する全てのデータにつ
いて、発注元企業がデータソース、情報、報告書にすぐにア
クセスできるようにするなどして、積極的に情報提供するべき
である。

継続的なパフォーマンス改善
アウトソーシングパートナーと発注元企業は、継続的にパ

フォーマンスを改善していくための定型プロセスを導入する必
要がある。また、アウトソーシングパートナーは情報を収集・
提供・分析し、使用事例、プロセス、最近の問題点、顧客
の要望に関する知見を積極的に創出するべきである。これは
日次で実施することが望ましい。さらに、適切なガバナンスシ
ステムを構築して調査結果や施策の提言について検討し、改
善につなげていく。
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Martin Förster
Senior Manager
Mannheim, Germany
Tel: +49 621 4006-9135
Mobile: +49 171 1794893
martin.foerster@pwc.com

Matthias Riveiro
Partner
Frankfurt am Main,  
Germany
Tel: +49 69 9585-7919
Mobile: +49 151 25665932
matthias.riveiro@pwc.com



F　テクノロジーとデータ

図表26  デジタル化への取り組みのうち、今後最も影響が大きいと
考えるのはどれですか？

31%

27%

25%

8%

6%

4%

3%

AI

S/4HANA

RPA

先進的な 
請求書照合ワークフロー

その他の 
ERPソリューション

その他

チャットボット

複数回答可

図表26に示すように、調査対象のうちかなりの割合の企業
がAI（31％）、S/4HANA（27％）、RPA（25％）が今後大
きく影響すると予測しており、この3つのデジタル化の重要性
が明らかになっている。それとは対照的に、その他のERPソ
リューションとチャットボットは、大きな影響力を持つとは考
えられていない。

テクノロジーとデータ

SSCにおけるRPAとその先

1  現状について
シェアードサービスの自動化のための新しい技術が多数登
場し、今もさらに増え続けている。しかし、網の目のように
複雑に入り組んだ技術の可能性を読み解いていくと見えてく
るのは、RPAがもはや選択肢の1つではなく必須のものであ
るということだ。私たちはここ数年間、RPAの試験的導入や
概念実証についてたびたび話題に挙げ、シェアードサービス
にRPAを活用することのメリットを強調してきた。しかし今で
は、RPAのプロバイダーやソリューションは記録的なペース
で専門性という点での成熟度を上げており、トランザクション
の取り扱いレベルが高く、プロセスを重視する全ての企業で、
RPAソリューションの導入が必要になっている。イノベーター
やアーリーアダプターが導入する段階は、すでに終わった。

2  古くても価値がある
しかし、デジタルボットの導入には遅すぎるというわけで
はなく、まだメリットはある。RPAシステムの自律レベルは、
24時間365日指定された作業やサービスを素早く正確に提供
する全面自動化済みのボットから、従業員がボタンをクリック
すると特定の作業をアシストするボットまで、さまざまだ。い
ずれの場合も、RPA導入のコストと労力はそれほど大きくな
く、投資効果の実現が早いため、投資回収を終えてコスト削
減を実現することも容易である。コストと時間の節約だけに
とどまらず、RPAには監査証跡機能もあるため、コンプライ
アンス確保にも役立つ。シェアードサービスにおいてコンプラ
イアンス確保は大きな課題だが、そこから解放されることで、
従業員の能力をより価値の高い業務に集中することができる。
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4  成功への道筋
長期的に見れば自動化は、最終的にユーザーの時間を節
約してくれる。しかし、ソリューションを導入し、インターフェー
スをメンテナンスし、点と点を結んで全体をまとめ、プロセ
スを調整し、継続的改善（CI）を確保するという作業を誰か
がやらなければならない。こうした業務について、私たちは、
センター・オブ・エクセレンス（CoE）が担当することを強
く推奨する。CoEでは、プロセスの専門家からIT開発者まで
さまざまなスキルを持つ従業員に、完璧な自動化環境の実
現に向けて熱意をもって取り組んでもらう。私たちの経験上、
CoEの所在地、サービスの水準、デジタル化の水準などは企
業ごとに違っていて構わない。各地にCoEを設置する企業も
あれば、一元化を目指す企業もあるなど、各社のオペレーショ
ン戦略やビジネスモデルなどに応じて異なる。アウトソーシン
グやマネージドサービスを利用するという選択肢もある。しか
し、自動化を成熟させる際の人材や文化の問題は、最終的
には組織の構造次第である。基本的なユーザー研修を実施し
てデジタル化の受け入れを進めることに加え、社内のCoEは、
デジタル関連の知識を継続的に開発・向上し、必要な能力を
構築していくことを求められる。効率性や有効性の高いCoE
は、インプットを上回るアウトプットを生み出してこそ、自ら
の可能性を最大限に発揮できる。ハイパーオートメーションに
ついて言えば、テクノロジーを組み合わせて相互に補完し合
えるようにすることで、これまでの業務の縦割りを解消できて
初めて、CoEとして成功と呼べる、ということになる。最終
的な目標は常に、自動化のためのCoEでなければならない。

図表27  自動化のためのターゲット・オペレーティング・モデルの
要素

ターゲット・ 
オペレーティング・

モデル

従業員と文化

テクノロジー ガバナンス

組織プロセス

テクノロジーとデータ

3  今後の見通し
RPAに関して企業は過去を忘れ、未来に向かって目指すべ

き分野に集中しなければならない。すでに拡大期が来ている。
世界的な企業は今、単なるRPAにとどまらず、さまざまな活
用分野の業務にRPAの柔軟性を生かし、持続可能なターゲッ
ト・オペレーティング・モデルの実現に注力している。

RPAを出発点として積極的に自動化レベルを向上した結
果、特に大量のSSC経理プロセスはデジタル面で成熟状態
に達し、自動化のさらなる可能性を活用してハイパーオート
メーションを目指すことが可能になった。最も高度なユース
ケースが、プロセスマイニングとプロセス自動化技術の組み
合わせである。チャットボットと音声認識を組み合わせ、セル
フサービスの機会を広げている企業もある。成熟度の高い企
業では、機械学習やディープラーニングを取り入れ、標準化
可能な業務の自動化だけでなく、高度に複雑な業務について
もユーザーとのわずかなやりとりだけでも扱えるようにするこ
とを検討しているところもある。
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図表28  自動化（概念実証から自動化拡大まで）のロードマップ

概念実証 自動化戦略 大規模なハイパーオートメーション

実装

ターゲット・オペレーティング・
モデルと自動化のポートフォリオ

継続的な 
モニタリング
サイクル

継続的な 
評価サイクル

ボット導入成功

ガバナンス戦
略とボット管
理システムの
決定

自動化のため
のCoEの確立

インテリジェント
オートメーション

の補完

従業員の 
デジタルアップ
スキリング

追加のユース
ケースとテクノ
ロジーの補完

安定化 
フェーズの 
完了
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テクノロジーとデータ

ITがSSCで2つの重要な役割
を担っているのはなぜか

COVID-19のパンデミックは、予想もしなかった強烈な
影響を世界に与えた。経済の大部分が麻痺し、日常生活
も制限を受け、私たちは新しい働き方と新しいビジネスの
方法を即座に生み出さなければならなかった。

何十年もかけて進化してきたビジネスモデルは突然、機
能停止に追い込まれた。ポジティブな言葉で言い換えれ
ば、パンデミックで新しいビジネスモデルが可能になった
り、急速に受け入れられるようになったりした。また、出
社ができず在宅勤務をするようになったため、チーム作業
も劇的に変化した。

そのどちらの変化においても、ITが重要な役割を果たし
ている。新しいビジネスモデルを変化するニーズに素早く対
応させ、新たなITシステムや調整されたITシステムによって
実装するためには、ITの力が必要である。社内のビジネス
やコミュニケーションのプロセスにおいても、社内ネットワー
クへのリモートアクセスやビデオ会議システムなど、ITによっ
て安定した安全な作業環境を確保しなければならない。

シェアード・サービス・センターの構築と運営において、
ITは2つの欠かせない役割を果たす。1つは、ITそれ自体
によるトランスフォーメーションの推進、もう1つは、SSC
が持つ最適化能力を活用する上でのITの重要な貢献であ
る。この2つの要素の構造については、図表30に示す。

複合的なシェアード・サービス・センターが 
新しいテクノロジーの活用を可能にする

SSCが担当する経理、FP&A、HR管理などのプロセス
やサービスは、その背後にあるITシステムを調整して初め
て最適化される。RPA、ワークフロー管理、AIは新しいテ
クノロジーの好例だ。ITは最先端技術を実装し、ビジネス
プロセスの合理化や最適化を推進する役割を果たさなけ
ればならない。例えばRPAの効果を最大限に実現するに
は、ビジネス部門がRPAの力を理解しなければならない
し、ITはビジネスプロセスを正しくマッピングできなければ
ならない。すなわち、SSC内のビジネス部門とIT部門の
密接な協力が不可欠なのだ。IT担当SSCの成果は、SSC
が提供するビジネスプロセスの改善度合いによって測定す
るのが理想的だ。

図表29  貴社におけるデジタル化の主な目的は何ですか？

複数回答可
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その他

パフォーマンスの 
一貫性確保

図表29からは、デジタル化に取り組んだ主な目的は時間
の節約（調査対象企業の28％）とコスト削減（27％）であり、
利益の伸びが圧迫される中でデジタル化が競争力強化の主要
な原動力になろうとしていることが分かる。また、それなりの
割合の企業が将来の成長（19％）と品質向上（17％）をデ
ジタル化の戦略目標に挙げている。一方、労働力削減（5％）
とパフォーマンスの一貫性（5％）は主な目的とは言えないよ
うだ。最後に、調査対象企業の8％は、高付加価値業務にもっ
と注力することや、リードタイムの最適化、デジタル人材の増
強など、その他の目的を挙げた。



図表30 IT担当SSCは、マネージドサービスとして、あるいはバリューチェーンの一部として立ち上げることが可能

ビジネス部門（c）

ビジネス部門（b）

ビジネス部門（a）

現地IT部門 現地IT部門 現地IT部門

IT担当SSCからのサービス

複合的SSC

HR 調達 財務

IT担当SSCからのサービス

複合的SSCのためのIT

アプリケーション管理

中核システム（SAP HR、財務会計、管理会計、
調達など）

ITのシェアードサービス

標準的なITサービス

外部のサービスプロバイダー クラウドサービス（XaaSを含む） 内部のITプロダクション

ITインフラ

需給管理

A

B

IT担当SSCが実施 ITのシェアードサービスを利用

上げるときは「卓越性の経済」というアプローチも検討する
べきだろう。例えば、ITセキュリティのような専門性の高い機
能は、ローカルの小さなIT組織で開発するには限界があるが、
SSCがセンター・オブ・エクセレンス（CoE）の役割を果た
せば提供可能になる。

テクノロジーとデータ

SSCのサービスとしてのIT
SSCを通じてIT業務が提供される場合、規模の経済という

明らかなメリットがあるため、特にITインフラを担当する部署
はSSCに移行して一元化されることが多い。移行するサービ
スを明確に分けて、IT担当SSCのサービスを実務に合わせて
最適化しやすくすることが重要だ。しかし、IT担当SSCを立ち

Jörg Hild
Partner
Frankfurt am Main, 
Germany
Tel: +49 69 9585-5032
Mobile: +49 175 7264495
joerg.hild@pwc.com

さまざまな要因の中でもとりわけクラウドコンピューティン
グというITのメガトレンドによって、画一的で拡大可能なITサー
ビスの必要性が生まれてきた。それを活用することで、個々
の事業部門がITシステムを構築できる。そうしたサービスを提
供するためには、IT担当SSCの明確な構造が基盤となる必要
がある。特に、企業の多角化が進み、世界各地に多くの拠点
が分散したり、扱う事業分野の数が多かったりする場合でも、
IT担当SSCがバックボーンになることで、機動的でありなが
ら安定したIT組織を構築できる。SSCを利用するアプローチ
は、規模の大きい企業にもメリットがある。SSCの中に中心
的なクラウドトランスフォーメーション部門を設置すれば、現
代的なITアーキテクチャを整然と、高いコスト効率で実現でき
るようになる。

パンデミックを背景として、SSCにはもう1つの機会が生ま
れている。企業の本部、IT部門、その他の部門の全てで、従
業員がますます積極的にリモートワークを受け入れるように
なっていることだ。この状況のおかげで、SSCスタッフとの協
働が非常に簡単になっている。SSCに関しては、どちらの視
点から見ても、ITは不可欠なものである。
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テクノロジーとデータ

図表31から分かるように、自動化の目標は現状のレベルの
はるか上にある。そのため、目標を達成するためには、相当
の取り組みが求められる。このように、自動化というのは終
わりの見えない話であり、2008年に本シリーズの最初の調査
を始めた時から、自動化レベルの目標と現実には常に大きな
ギャップがある。

経理業務の70％以上を自動化している企業は、調査対象
のうちわずか5％だったが、39％の企業がプロセスの70％以
上の自動化を目指している。そのため、大きな改善の余地が
ある。

FP&Aについては、企業は特段高いレベルの自動化を目指
してはいない。70％以上の自動化を目指していると答えた企
業は22％にとどまった。とはいえ、その目標レベルに比較し
ても、現在プロセスの70％以上を自動化している企業の割合
との間には、大きなギャップがある。

税務では、5％の企業がプロセスの70％以上をすでに自動
化している。しかし、25％の企業がこのレベルの達成を目指
しているため、まだ大きな改善の余地がある。

トレジャリーでは、さらに多くの企業（29％）が70％の自
動化を目指しているが、実際にそれを達成しているのは、税
務と同じく5％である。

HRでは、調査対象企業の3％がプロセスの70％以上を自
動化しており、32％の企業がその水準を目指している。

調達では、現在のところ70％以上の自動化を達成している
企業はなかった。しかし、この水準を目指している企業の割
合は37％とかなり高い。

販売プロセスもHRと同様に、3％の企業が70％以上の自
動化を実現していた。また、22％の企業がこの水準を目指し
ている。

ITは、70％以上の自動化を達成している企業の割合が8％と
最も高い。この水準を目指している企業の割合は31％だった。

物流プロセスの70％以上を自動化している企業は今回の
調査対象企業の中にはなかったが、24％の企業がこの水準
を目指している。

同様に、法務プロセスの70％以上を自動化している企業
はなかった。また、この水準の自動化を目指している企業も、
わずか12％にとどまった。

最後に、内部監査プロセスの70％以上を自動化している企
業はなく、19％の企業がこの水準の達成を目指していた。

図表31  貴社のGBSの自動化は、現在どのレベルですか？　また、どのレベルを目指していますか？

法務調達 物流 内部監査経理 トレジャリー 販売FP&A HR IT税務

69%

31%

51%

49%

62%

38%

61%

39%

40%

55%

5%

60%

35%

5%

63%

34%

3%

62%

35%

3%

63%

34%

3%

42%

50%

8%

64%

31%

5%

0%

30%

60%

90%

10%

40%

70%

100%

20%

50%

80%

70％以上の自動化を目指している企業の割合（％）低い（1～29％） 中程度（30～69％） 高い（70～100％）
プロセスの標準化のレベル



図表32に示すように、調査対象企業の3分の2近くが改善
機会の特定にすでにデータ分析を活用している。このことか
らデータ分析の活用、さらには外部プロバイダーが提供する
データ分析用のソフトウェアやツールの活用は、強いトレンド
であることが分かる。

図表32  改善機会を特定するために、データ分析を使用していますか？

使用している
61%

使用していない
39%

ETMツールを活用した効率性向上

継続的な効率性向上のニーズに直面するSSCリーダーが増
えてきた。しかし多くの場合、SSC内オペレーションの現在
の効率性や従業員の生産性に関するデータがないため、オペ
レーションの最適化を阻む根本原因を特定できないことも多
く、解決策を見つけるのは難しい。こうした問題は、現在利
用可能な、さまざまな従業員タスク管理（ETM）ソフトウェ
アを使えば解決できる。

ETMツールは、デジタルフットプリントの追跡をもとに、各
アプリケーションの利用データを補捉・分析する。アプリケー
ションへの統合は不要で、ユーザーの行動は自動的に適切な
タスク、ワークフロー、プロジェクトにリンクされ、クリックす
るごとにマッピングと分析が行われる。

ETMツールの活用例
• 組織の生産性を高い透明度で測定し、得られたKPIを使っ
て効率性向上の機会を特定する。

• プロセスを最適化する。標準的な時間を算出し、ボトルネッ
クを特定し、自動化の機会を発見する。

• SSC従業員のパフォーマンスを、KPIに基づいて客観的に
管理する。

• タイムシート管理を自動で行う。
• 使用状況データに基づいてITライセンスのコストを最適化する。

ETMツール導入に対する反発が起きた場合の対応策として
強調しておくと、ETMツールを使えば従業員は作業を効率化
でき、手作業プロセスを最適化することでより付加価値の高
い活動に集中できるようになる。
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Director
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ETMツールの導入が企業と従業員、双方に利益をもたら
すためには、目的を明確に定義し、周知することが欠かせな
い。従業員にスムーズかつ迅速に導入を受け入れてもらうに
は、コミュニケーションとチェンジマネジメントの課題への対
応が非常に重要だ。また、導入するソフトウェアがGDPR（EU
一般データ保護規則）に準拠しており、従業員が望めば収集
されたデータにアクセスし、消去もできることを明確に伝えて
おかなければならない。
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NextGen HRオペレーション：新しいテクノロジーで 
従業員の体験を強化

HR業務のシェアードサービスは進展中であり、主に管理業
務を担うセンターとしての役割から、デジタル化された高付
加価値のHRオペレーション機能へと進化して、従業員、マネー
ジャー、その他のステークホルダーにユニークな体験を提供
しようとしている。HR業務のさらなる発展に向けては、人間
の能力と先進テクノロジーの融合が重要な要素の1つになる。

デジタル化と労働力の変容は、HRオペレーションに大きな
破壊的変化をもたらしている。管理業務であっても目的を明
確にすることが、従業員のモチベーションの大きな源泉とな
る。この点は、確保できる人材が減り続ける中、変化が激しく、
多様な世代の人々が働くグローバルな職場環境では、さらに
重要である。同時に、顧客の要望や効率化の必要性に応え
続けるためには、自動化は欠かせないものになった。その結
果、HRオペレーションの業務は次々に自動化が進んでいる。

HR関連の新しいテクノロジーが登場したおかげで、柔軟性
の高いHR組織の構築が可能になった。PwCがNextGen HR
として提唱している二面的なオペレーションモデルは、オペ
レーションを支える強力なテクノロジーバックボーンによって
HR部門内のリソースに余力を生み出し、その余力をHR部門
の革新的かつ戦略的な活動の原動力にして、企業全体の変
革を可能にする。HRオペレーションは、NextGen HRにおけ
る「パフォーマンスエンジン」の一部として重要な位置を占め
ており、オペレーショナルエクセレンスの追求、信頼性の高い
サービスの安定的な提供、自動化の最大限の活用を通じて、
HRプロセスが望ましい水準のパフォーマンスを達成する上で
大きな役割を果たしている。PwCの調査では、HRプロセス
の最大53％がトランザクション業務であり、NextGen HRの
オペレーション環境によりこれらを自動化できる可能性が出て
くる。また、福利厚生などHR関連業務の60％ほどもAIで強
化することが可能であり、また、HRプロセスの自動化によって、
サイクルタイムを最大80％削減することも可能である。

しかし、どんなソリューションも、企業が効果的に従業員、
マネージャー、その他ステークホルダーのエンゲージメントを
高め、彼らと交流しなければ、広く受け入れてもらうことは
できない。家族休暇申請や入社時のオンボーディングなど個
人にとっての大事な用件であれ、キャリア開発や給与処理プ
ロセスの推奨手順など業務上の案件であれ、大切な場面で
各自がアクセスできる包括的なサポートを整備することが、と
りわけ重要である。ここでも、テクノロジーを活用すれば、
Amazonなどの消費者向けサイトのように、従業員向けのサ
イトに各個人と関係のあるタスク、アプリケーション、告知、
情報、提案などをパーソナライズして表示することができる。

一方、「トランスフォーメーションエンジン」は現在、活用
できるリソースを拡大する中で、オペレーションをアジャイル
化して戦略的な事業計画やHR計画を展開し、事業改革を推
進する余地が拡大していると思われる。

こうした現状から、HR担当SSCに強く求められるようにな
る要件を考えると、先進的なHRオペレーション機能では、将
来の組織構造、デリバリーモデル、リソースについて、以下
の4つの重要な点を考慮する必要がある。
• シングルタッチポイント

NextGen HRオペレーションではオムニチャネルのアプロー
チを推進し、常に全従業員とつながり、シングルタッチポイン
トとしてHR関連のあらゆるリクエストを集める必要がある。

• エンプロイーエクスペリエンス
HR機能の社内顧客である従業員の体験全てにおいて、顧
客重視の姿勢が、高い期待とともに求められてきている。
NextGen HRオペレーションでは、個々の従業員のライフ
サイクルの中で、何が重要な要素なのかを特定することが
重要となってくる（新規採用者をいつでもサポートできる技
術など）。
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図表33  PwCが提唱するNextGen HRオペレーションのフレームワーク

パフォーマンス 
エンジン

適切な顧客対応 
チャネルを利用する
必要がある

トランスフォーメーション
エンジン

外部専門家
5％

HRBP 
10％

人事 
スペシャリスト 

5％

NextGen HR 
オペレーションケースマネジメントセンター

（初期一時受付）
40％

Tier 0
テクノロジー

40％

ソーシャルメディア／ポータル

電子メールによるチケット化 チャットボット

AIテレフォニー

イントラネット セルフサービス

予測ツール VR

オペレーション推進者

ゲームチェンジャー

信頼性の高いビジネスパートナー
ソートリーダー

自動対応領域

テクノロジー推進者

従業員からの
問い合わせ

マネージャー
からの 

問い合わせ
社外からの 
問い合わせ

ブルーカラー従業員
24時間365日簡単にアクセス可能な 
新たなテクノロジー

ホワイトカラー従業員
パーソナライズしたインタラクティブなマルチチャネルの 
テクノロジー

• デジタルの活用
競争の激化と破壊的変化が進む市場で競争力を維持する
ために、HRオペレーションでは、スマートオートメーション
（RPA、ボットなど）やデータ知見（AIなど）を通じた効
率性向上が、企業の規模や業種を問わず必須となっている。

• アップスキリング
NextGen HRへと進化することによって、HR業務に新しい
タイプの仕事が創出される。例えば、ボットの管理や、デー
タ解釈のためのビッグデータ分析の実施などである。こうし
た仕事にはデジタルスキル、技術スキル、ソフトスキルが必
要であるため、アップスキリングの大きなニーズが生まれる。
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NextGen HRオペレーション構築に向けたPwCのアプローチ
（図表33参照）は、高いスキルを持つHRスタッフと最新テクノ
ロジーを組み合わせた包括的なハイブリッド構造で、テクノロ
ジーに精通したデジタル対応力の高い人材によるHRオペレー
ションを構築するために必要なフレームワークとなっている。

人材と文化
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図表34  貴社の過去3年間の年間平均離職率は何％ですか？

年間離職率

17%

37%

36%

10%20％超

11～20％

5～10％

5％未満

図表34に示すように、調査対象企業のほぼ4分の3で、過
去3年間の離職率が5～20％になっている。ただし、離職率
が20％を超える企業の割合が2019年の調査に比べて6ポイン
ト減少している点は注目に値する。6ポイントの減少分は、5～
10％に移動しており、GBS組織内の変動が大幅に減少してい
ることが示されている。

図表35  貴社では、離職を減らすためのインセンティブを 
実施していますか？

複数回答可

76%

76%

49%

10%

66%

48%

5%

52%

12%

13%

定期的な従業員満足度調査と 
フォローアップ施策の実施

その他の福利厚生 
（保険料の割引、 

スポーツジムの会員権など）

個人の能力開発／研修

個人のキャリアパス

チームビルディングのためのイベント

地域平均を上回る給与

インセンティブは実施していない

ボーナスの支給

雇用保障プログラム

その他

図表35を見ると、GBSが従業員をつなぎとめるために多
様なインセンティブを実施していることが分かる。最も多いの
は従業員満足度調査とフォローアップ施策（調査対象企業の
76％が実施）と研修（76％）であり、チームビルディングの
ためのイベント（66％）とボーナス（52％）が続く。調査の
選択肢にあったインセンティブを1つも実施していなかった企
業は、わずか12％だった。
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図表36  下記の従業員を採用するまでに、平均してどのくらいの時間がかかりますか？

4週間未満 2～3カ月4～8週間 3カ月超 6カ月超

上位の 
社内コンサルタント 
（CIチームのメンバー、
プロセスオーナーなど）

マネジメント 
担当スタッフ

上位の専門スタッフ 
（専門業務担当者など）

下位の 
社内コンサルタント 
（CIチームのメンバー、
プロセスオーナーなど）

上位のオペレーション
担当スタッフ

下位の専門スタッフ 
（専門業務担当者など）

下位のオペレーション
担当スタッフ

44%

41%

47%

36%

53%

36%

47%

33%

37%

12%

38%

18%

31%

26%

10%
16%

6%
18%

6%

24%

8%

10%

35%
23%

7%
18%

図表36に示すように、一般に、下位スタッフの方が採用に
要する時間が短くなっている。下位のオペレーション担当スタッ
フ、専門スタッフ、社内コンサルタントに欠員が出た場合、4
週間未満で後任が見つかると答えた企業の割合は、それぞれ
35％、23％、18％である。下位スタッフの採用については、

図表37  過去5年間に、下記のポジションに求める要件はどのくらい変わりましたか？

職務要件に変化はない

少し変化した（新しいツールなど）

大きく変化した（新しい業務内容など）

全く新しい職務要件が必要になった（自動化の専門家など）

上位の 
社内コンサルタント 
（CIチームのメンバー、
プロセスオーナーなど）

マネジメント 
担当スタッフ

上位の専門スタッフ 
（専門業務担当者など）

下位の 
社内コンサルタント 
（CIチームのメンバー、
プロセスオーナーなど）

上位のオペレーション
担当スタッフ

下位の専門スタッフ 
（専門業務担当者など）

下位のオペレーション
担当スタッフ

36%

44%

5%

15%

40%

39%

17%

56%

22%

21%

38%

39%

11%

12%

55%

23%

19%

35%

39%

16%

10%

48%

31%

8%

13%

半分以上の企業が8週間以内に可能だとしている。上位スタッ
フについてはより時間がかかり、マネジメントスタッフの欠員
を埋めるのに2カ月以上かかるとした企業の割合は80％以上
に上った。

図表37を見ると、下位スタッフの職務要件は、上位スタッ
フほどは変化していない。職務要件が大きく変化したと考え
る企業の割合が最大だった職務は、マネジメント担当スタッ
フ（44％）だった。また、調査対象企業のうち、かなりの

企業が全く新しい職務要件が必要になったと考えていた職務
は、上位の社内コンサルタント（16％）と上位の専門スタッフ
（11％）だった。
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人材と文化

図表38  その新しい職務要件を、どのような方法で充足しましたか？

複数回答可

81%

76%

46%

3%その他

職務の割り当てを 
変更した

外部人材を採用した

アップスキリングに 
取り組んだ

図表38には印象深い調査結果が表れている。新しい職務
要件を満たすため、多くのGBSは従業員のアップスキリング
（81％）と外部人材の採用（76％）の両方に注力している。
アップスキリングの方がやや多いものの、この2つの施策はほ
ぼ同水準であり、外部人材の採用がより一層重要性を増し、
今後は人材獲得競争が厳しくなることが読み取れる。

図表39  貴社GBSにおいて、人材と文化という点で最大の課題は
何ですか？

複数回答可

41%

37%

31%

28%

25%

12%

23%

GBSにおける企業文化の確立

従業員の期待の高まり

労働市場の現状

顧客の期待の高まり

離職率の上昇

その他

サービス実施と価値創造の両立

図表40  スタッフの（デジタル）アップスキリングのために、 
どのような施策を実施していますか？

複数回答可

70%

52%

48%

47%

34%

6%

従業員向け研修プログラム

リーダー向け研修プログラム

外部人材の採用

ネットワークや外部交流への参加
（RPAの継続的な改善など）

メンタリングプログラム

何もしていない

図表39に示すように、調査対象企業の40％以上が、企業
文化の確立がGBSの大きな課題の1つだと答えている。この
課題に対応すれば、スタッフの離職率低下にもつながる可能
性がある。しかし全体としては、多様な課題が挙げられている。
労働市場の現状は今でも深刻な問題だが、さまざまな職位で
求められる新しい要件を充足するために外部人材の採用が必
要になることを考えれば、ますます重要になるかもしれない。

図表40に示すように、4分の3近くの企業が、既存スタッフ
のアップスキリングのための研修プログラムを実施している。
しかし、48％の企業は、外部人材の採用がアップスキルに不
可欠な施策だと考えている。また、52％がリーダー向け研修
プログラム、34％がメンタリングプログラムを実施している。
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H　今後の展望

図表41  貴社のシェアードサービスで、今後2年間に重要となる 
取り組み・課題の上位3つは何ですか？

複数回答可

30%

26%

17%

6%

3%

19%

10%

4%

3%

18%

7%

3%

自動化

人材管理

デジタル化

プロセスの標準化

サービスの標準化

リモートワーク

RPA

サービス範囲の拡大

地域の拡大

内部のガバナンス

コスト削減

ビジネストランス
フォーメーション

近い将来、SSCは、特に効率性向上という点で、市場の
動向に対応しなければならなくなるだろう。図表41には、企
業が今後2年間で直面する最大の課題が自動化とデジタル化
であることが示されている。調査対象企業のうち、自動化を
挙げた割合は30％、デジタル化を挙げた割合は26％である。
標準化（19％）と範囲の拡大（18％）も課題となりそうだ。
SSCはコスト効率を向上させながら、同時にサービス範囲を
広げてこれまで以上の企業活動も担わなければならない。効
率性向上とサービス範囲拡大に加え、SSCは人材管理の問題
（17％）にも直面する。これには、人材の募集、獲得、維持、

能力開発に関するあらゆる問題が含まれる。労働市場に供給
される人材の数が減少しているため、人材獲得競争の激化と
採用関連コストの上昇が同時に起きるだろう。

今回の調査結果から、世界のGBSが今後どこに向かうの
かを正確に言い当てることはできないものの、現状と将来の
戦略計画についての概観は的確に得られたと言える。また、
組織改革と効率性向上にAIとRPAが大きな役割を果たすだろ
うということも明らかになった。しかし、パンデミックの影響
は今も続き、一定の状況に適応する必要性は高まると考えら
れ、これがGBS組織に大きな変化をもたらすと思われる。そ
うした中で、私たちがまだ思いついていない次の大きな動き
は何だろうか。リモートワークはどうなるだろうか。今後は働
く場所をシェアしたり、自由に選べたりと、働く場所の柔軟性
が高まるだろうか。従業員が出社するか在宅勤務するかを自
分で選択できるようになるだろうか。従業員のワークライフバ
ランスをさらに重視するなど、企業は文化の変化に適応しな
ければならなくなるだろうか。

調査結果からは、プロセス駆動型組織を目指す強いトレン
ドがあることも分かった。調査対象企業のほぼ3分の1がすで
にエンドツーエンドのプロセス管理を導入している上、42％
の企業がプロセス駆動型組織に転換するための取り組みを実
施中だった。

デジタル化と組織改革が進行する中で、GBS組織はデジタ
ルの発展に遅れずについていくことが必要だ。コスト圧力も
これまでにないスピードで高まっており、企業の一般部門も
SSCも、より低コストで製品を供給する、利益率を上げるな
どして、競争に残り続けなければならない。いずれにせよ、
GBSの将来のコスト構造では継続的なデジタル化が大きな役
割を果たすだろう。デジタル化の開始が早ければ早いほど、
競争優位への効果は大きい。
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I　調査範囲

世界中の企業が、既存のGBS組織をさらに拡大しようと、
迅速に動いている。そうした拡大傾向の一方で、GBSを立ち
上げたばかりの企業もある。ここでも、企業は一元的な管理
と企業活動の統制を目指して動いている。SSCは規模の経済
を活用するだけでなく、担当する分野の専門家を育成できる
という大きなメリットがある。これによってSSCは、提供する
サービスの質と効率性を向上させることができる。

本調査では、GBS市場の現状を把握し、今後のトレンドと
課題を特定した。そのために、世界中の企業の300を超える
SSCを調査した。参加企業から提供されたデータは、調査
において重要な役割を果たした。図表42に示すように、欧州
からの参加企業が最も多く、調査対象のSSCの40％を占め
た。次いでアジア太平洋（APAC）が36％、北米が16％で
ある。南米（5％）、アフリカ（2％）、オーストラリア（1％）
のSSCも含まれている。

図表42 SSCの所在地（地域別）

アジア太平洋
36%

オーストラリア
1%

北米
16%

アフリカ
2%

南米
5%

欧州
40%

本調査の結果、GBSの活用は特定の業種特有の現象では
なく、全セクターで企業戦略のツールとなっていることが分
かった。図表43は、本調査に参加した企業の業種を示したも
のである。鉱工業生産（21％）と小売・消費財（15％）が
上位を占めている。しかし全体としては、テクノロジー・メディ
ア・情報通信（9％）、ヘルスケア・医薬（8％）、自動車（7％）、
金融サービス（7％）などの各業種におおむね均等に分布し
ている。その他には、食品、不動産、インフラなどが含まれ
ている。

図表43 調査に参加したSSC（業種別）

21%

15%

7%

9%

7%

8%

33%

鉱工業生産

自動車

小売・消費財

金融サービス

テクノロジー・メディア・ 
情報通信

その他

ヘルスケア・医薬
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業種と同様に、参加企業の規模もさまざまだ。図表44に
示すとおり、全社で1万5,000FTE（フルタイム当量）を超
える従業員を擁する企業が40％を超え、5,000～1万5,000 
FTEの企業が18％、さらに小規模な企業の代表として5,000 
FTE未満の企業が42％だった。

GBSの規模の問題は非常に興味深いので、こうした数値
を今後もモニターしていくことには価値があると思われる。
SSCが成長するに従い、GBSで内部サービスを提供する従
業員の割合も増えるだろう。その結果、SSCが全社戦略に果
たす役割の重要性はさらに高まる。GBS戦略（実施も含む）
の継続的な発展は今後、企業の成功要因として不可欠なも
のになるだろう。

図表44 組織の全従業員数（FTE）

19%

5%

41%

17%

18%

1–500

>15,000

500–1,000
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5,000–15,000



グローバル・ビジネス・サービス⸺アジリティ実現の鍵  55

PwCグローバルネットワーク

PwCグローバルネットワーク

Germany

Michael Suska
Stuttgart
Tel: +49 711 25034-3250
michael.suska@pwc.com

Central and Eastern Europe

Adam Jamiol
Krakow
Tel: +48 502 184 720
adam.jamiol@pwc.com

Asia Pacific

Mark Gilbraith
Shanghai
Tel: +86 21 2323-2898
mark.gilbraith@cn.pwc.com

Western Europe

Garrett Cronin
Dublin
Tel: +353 1 792-8807
garrett.cronin@pwc.com

About us
Our clients face diverse challenges, strive to put new ideas into practice and seek 
expert advice. They turn to us for comprehensive support and practical solutions 
that deliver maximum value. Whether for a global player, a family business or a 
public institution, we leverage all of our assets: experience, industry knowledge, 
high standards of quality, commitment to innovation and the resources of our 
expert network in 155 countries. Building a trusting and cooperative relationship 
with our clients is particularly important to us – the better we know and understand 
our clients’ needs, the more effectively we can support them.

PwC Germany. More than 12,000 dedicated people at 21 locations. €2.3 billion in 
turnover. The leading auditing and consulting firm in Germany.

Latin America

Luis Garrido
Costa Rica
Tel: +506 224 1555 ext. 102
luis.garrido@pwc.com

India

Ritu Rekha
Gurgaon
Tel: +91 12 4626 6701
ritu.rekha@pwc.com

US

William Gilet
Boston
Tel: +1 978 857-0555
william.gilet@pwc.com



www.pwc.com/jp

PwC Japanグループは、日本におけるPwCグローバルネットワークのメンバーファームおよびそれらの関連会社（PwCあらた有限責任監査法人、PwC京都
監査法人、PwCコンサルティング合同会社、PwCアドバイザリー合同会社、PwC税理士法人、PwC弁護士法人を含む）の総称です。各法人は独立した別
法人として事業を行っています。
複雑化・多様化する企業の経営課題に対し、PwC Japanグループでは、監査およびアシュアランス、コンサルティング、ディールアドバイザリー、税務、そ
して法務における卓越した専門性を結集し、それらを有機的に協働させる体制を整えています。また、公認会計士、税理士、弁護士、その他専門スタッフ約9,400
人を擁するプロフェッショナル・サービス・ネットワークとして、クライアントニーズにより的確に対応したサービスの提供に努めています。
PwCは、社会における信頼を構築し、重要な課題を解決することをPurpose（存在意義）としています。私たちは、世界156カ国に及ぶグローバルネットワー
クに295,000人以上のスタッフを擁し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービスを提供しています。詳細は www.pwc.com をご覧ください。

本報告書は、PwCメンバーファームが2021年5月に発行した『Global Business Services – Key to Agility』を翻訳したものです。翻訳には正確を期してお
りますが、英語版と解釈の相違がある場合は、英語版に依拠してください。
電子版はこちらからダウンロードできます。 www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership.html 
オリジナル（英語版）はこちらからダウンロードできます。 www.pwc.com/us/en/services/consulting/fit-for-growth/global-business-services.html
日本語版発刊年月：2022年5月 管理番号：I202107-06

©2022 PwC. All rights reserved.
PwC refers to the PwC network and/or one or more of its member firms, each of which is a separate legal entity. Please see www.pwc.com/
structure for further details.
This content is for general information purposes only, and should not be used as a substitute for consultation with professional advisors.

日本のお問い合わせ先

PwC Japanグループ
www.pwc.com/jp/ja/contact.html

PwCコンサルティング合同会社

山本 仁一 

パートナー

駒井 祐太 

ディレクター

大東 裕昌 

ディレクター


